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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ (1)連結経営指標等「潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益」は、潜在株式が存在しないため当該欄
は「―」と記載しております。 

３ (2)提出会社の経営指標等「１株当たり純資産額」、「１株当たり中間(当期)純利益」及び「潜在株式調整
後１株当たり中間(当期)純利益」については、中間連結財務諸表を作成しているため記載を省略しておりま
す。 

４ 従業員数は、就業人員数を表示しております。 
５ 当社は平成17年10月１日付の株式交換により、発行済株式総数は25,098,551株増加、連結の純資産額は
14,945百万円増加、提出会社の純資産額は13,814百万円増加しております。また、大隈豊和機械㈱を持分法適
用会社から連結子会社としております。さらに、同時に当社は持株会社に移行し、新設分割の方法によって新
たに設立したオークマ㈱にすべての営業を承継しました。従いまして、第142期の営業成績については、持株
会社移行前の第142期中の業績に、持株会社移行後の業績を加算しております。 

６ 第142期の「１株当たり配当額」は、経営統合記念配当２円を含めております。また、第143期の「１株当た
り配当額」は、合併記念配当５円を含めております。 

７ 当社は平成18年７月１日付にて、連結子会社３社と合併いたしました。これにより、提出会社の第143期中
及び第143期の中間(当期)純利益は9,230百万円増加、純資産額は14,591百万円増加、総資産額は88,531百万円
増加しております。 

８ 純資産額の算定にあたり、第143期中から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計
基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針
第８号）を適用しております。 

第一部 【企業情報】

回次 第142期中 第143期中 第144期中 第142期 第143期

会計期間

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日

自 平成19年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ９月30日

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ３月31日

(1) 連結経営指標等

売上高 (百万円) 65,270 88,573 99,759 151,342 188,800

経常利益 (百万円) 7,442 11,004 12,890 17,068 25,640

中間(当期)純利益 (百万円) 5,792 6,871 8,147 12,110 15,692

純資産額 (百万円) 58,747 94,688 107,812 91,089 102,686

総資産額 (百万円) 130,578 192,008 203,481 178,841 201,538

１株当たり純資産額 (円) 432.65 553.02 629.15 539.88 598.74

１株当たり中間(当期) 
純利益

(円) 42.65 40.78 48.38 80.00 93.14

潜在株式調整後１株当
たり中間(当期)純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 45.0 48.5 52.1 50.9 50.0

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 1,891 5,689 7,443 11,653 16,678

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △3,271 △7,805 △9,702 △9,220 △14,795

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 2,069 4,567 △2,739 9,325 1,683

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高

(百万円) 18,660 35,089 30,298 32,624 35,758

従業員数 (名) 2,075 2,653 2,858 2,535 2,674

(2) 提出会社の経営指標等

売上高 (百万円) 51,071 40,216 89,180 51,690 122,313

経常利益 (百万円) 4,590 4,417 9,829 4,657 14,760

中間(当期)純利益 (百万円) 3,785 12,450 6,211 3,802 18,763

資本金 (百万円) 13,733 18,000 18,000 18,000 18,000

発行済株式総数 (千株) 137,270 168,775 168,775 168,775 168,775

純資産額 (百万円) 55,510 89,565 97,413 74,333 94,415

総資産額 (百万円) 116,098 176,114 183,646 80,611 184,024

１株当たり配当額 (円) ― 5.00 6.00 12.00 15.00

自己資本比率 (％) 47.8 50.9 53.0 92.2 51.3

従業員数 (名) 1,303 1,887 1,906 18 1,846



２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。 

 また、主要な関係会社についても異動はありません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成19年９月30日現在 

 
(注) 従業員数は就業人員数であります。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成19年９月30日現在の従業員数(就業人員数)は、1,906名であります。 

  

(3) 労働組合の状況 

労使関係において、特に記載すべき事項はありません。 

  

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

一般機械の製造・販売 2,858

合計 2,858



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間のわが国の経済は、米国経済の減速や原油価格の高騰、ならびに個人消費の伸び悩

みなどの懸念材料もありましたが、好調な企業収益や設備投資の増加に支えられ、緩やかに成長を続けま

した。 

 工作機械業界におきましては、平成19年暦年の業界累計受注額が９月までに既に1兆1千866億円とな

り、昨年に続き過去最高額を更新する見込みであります。 

 国内市場では、本格的な回復には至っていない自動車業界からの受注は弱含みに推移いたしましたが、

建設機械・航空機・造船などの重厚長大産業からの需要は好調が続きました。内需全体といたしまして

は、前年比若干マイナスではありますが、高水準に推移しております。 

 一方、海外市場におきましては、引き続き国内市場以上の活況を呈しております。市場別には、ドイ

ツ・イタリアをはじめとして伸長著しい欧州、中国・インドを中心として好調なアジア、そして米州も一

昨年来の高水準の受注が続いております。 

 このような状況の中で、当グループは、市場競争力の高いオンリーワン製品の拡販により受注、売上高

の拡大を図りつつ、新商品開発、グローバル販売体制の強化、新工場の早期立ち上げによる生産性向上な

どの施策を実行いたしました。 

 新商品開発につきましては、高精度CNC旋盤「SPACE TURN LB EXシリーズ」、インテリジェント複合加

工機「MULTUS B200」、立形5軸加工機「MU-500VA」などを市場投入いたしました。これらの製品は、本年

９月にドイツ ハノーバーにて開催されました国際工作機械見本市「EMOショー」に出展し、多くの引合

い・受注をいただいております。 

 グローバル販売体制の強化につきましては、中国の代理店網の強化やインドにサービス拠点を設立する

など、精力的に販売体制の強化を進めております。また、活況が続く欧州市場への戦略強化の一環とし

て、オーストリアのウィーン郊外にテクニカルセンターを開設しております。今後、需要の拡大が期待さ

れる中・東欧圏の拡販拠点としてまいります。 

 生産面では、平成19年２月に竣工した可児第５工場がフル稼動となり、門形マシニングセンタなどの大

型工作機械の増産に寄与いたしました。その結果、建設機械・航空機・造船・エネルギー関連・産業機械

などの重厚長大産業向けの需要拡大に対応いたしました。 

 以上により、当中間連結会計期間の受注高は、前中間連結会計期間比18.7％増の106,682百万円、売上

高は同12.6％増の99,759百万円、営業利益は同15.7％増の13,618百万円、経常利益は同17.1％増の12,890

百万円、そして中間純利益は同18.6％増の8,147百万円となりました。 

 その結果、中間期ベースでは、５期連続の増収増益となり、かつ、受注高、売上高、各利益はいずれも

３期連続で過去最高を更新いたしました。 

  

次に、所在地別セグメントの業績は、次のとおりであります。 

① 日本  

 日本は、自動車業界向けの受注は弱含みであったものの、当グループが得意な大型工作機械の主要ユー

ザーである、建設機械・航空機・造船などの重厚長大産業向けの需要が好調であったため、内需全体とし

ては高水準で推移いたしました。その結果、売上高は92,410百万円（前中間連結会計期間比15.7％増）と

なりました。損益面では、増収効果、合理化効果等により営業利益10,860百万円（同12.8％増）となりま

した。 

② 米州  

 米州全体としては、工作機械受注は堅調に推移しております。当グループでは、小型機械が頭打ちとな

り、やや一服感があるものの、中・大型機械はオイル関連／航空機関連などを中心に引き続き好調に推移

し、高水準の受注が続いております。その結果、売上高は17,626百万円（前中間連結会計期間比9.0％

増）となりました。 損益面でも、営業利益1,264百万円（同9.3％増加）となり、増収増益となりまし

た。 



③ 欧州  

 欧州は最も好調な地域であります。主力国のドイツ・イタリアだけではなく、中・東欧市場においても

受注額は伸びつつあります。その結果、売上高は18,503百万円（前中間連結会計期間比54.5%増）、そし

て営業利益は1,881百万円（同140.8％増）と、大幅な増収増益となりました 

④ アジア・パシフィック  

 アジア・パシフィック地域も欧州同様、受注環境は好調に推移いたしました。その結果、売上高は

6,117百万円（前中間連結会計期間比48.0％増）となりました。損益面では、増収効果に加え、生産現地

法人の合理化効果などが加わり、営業利益は574百万円（同81.1％増）となりました。 

  

  

  

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

 当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物の残高は、税金等調整前中間純利益の計上等によ

る営業キャッシュ・フローの増加と、投資有価証券の取得等による投資キャッシュ・フローの減少及び

配当金の支払等による財務キャッシュ・フローの減少の差により、前連結会計年度末に比べ、5,460百

万円減少し、30,298百万円となりました。 

 

(営業活動によるキャッシュ・フロー)  

 営業活動によって得られたキャッシュ・フローは、7,443百万円の増加となりました（前中間連結会

計期間は5,689百万円の増加）。主な要因は、税金等調整前中間純利益12,890百万円、減価償却費2,910

百万円、売上債権の減少2,899百万円、たな卸資産の増加5,927百万円、及び法人税等の支払額6,850百

万円によるものであります。   

 

(投資活動によるキャッシュ・フロー)  

 投資活動によって得られたキャシュ・フローは、9,702百万円の減少となりました（前中間連結会計

期間は7,805百万円の減少）。主な要因は、有形固定資産の取得による支出4,218百万円、及び投資有価

証券の取得による支出4,305百万円によるものであります。  

 

(財務活動によるキャッシュ・フロー)  

 財務活動によって得られたキャシュ・フローは、2,739百万円の減少となりました（前中間連結会計

期間は4,567百万円の増加）。主な要因は、長期借入金の借入による収入4,000百万円と、長期借入金の

返済による支出4,816百万円、及び配当金の支払額1,685百万円によるものであります。  

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

生産、受注及び販売の状況については、当グループが製造・販売を行っている主要な製品別に区分しま

す。 

(1) 生産実績 

当中間連結会計期間における生産実績を主要な製品別に示すと、次のとおりになります。 

  

 
(注) １ 金額は、販売価格によっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません 

  

(2) 受注実績 

当中間連結会計期間における受注実績を主要な製品別に示すと、次のとおりになります。 

 
(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(3) 販売実績 

当中間連結会計期間における販売実績を主要な製品別に示すと、次のとおりになります。 

  

 
(注) １ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 主要な販売先については、総販売実績の100分の10以上を占める販売先がありませんでしたので、記載を省

略しております。 

  

主要な製品の名称 生産高(百万円) 前年同期比(％)

ＮＣ旋盤 28,299 +11.4

マシニングセンタ 54,784 +19.9

複合加工機 20,658 +38.2

ＮＣ研削盤 2,134 -3.4

その他 1,104 -8.0

合計 106,981 +19.6

主要な製品の名称 受注高(百万円) 前年同期比(％) 受注残高(百万円) 前年同期比(％)

ＮＣ旋盤 28,126 +3.0 18,601 +8.9

マシニングセンタ 50,243 +13.5 42,339 -0.0

複合加工機 25,052 +69.2 14,521 +78.2

ＮＣ研削盤 2,104 -7.9 1,556 -41.1

その他 1,156 -6.9 332 +12.9

合計 106,682 +18.7 77,351 +9.7

主要な製品の名称 販売高(百万円) 前年同期比(％)

ＮＣ旋盤 24,929 -2.1

マシニングセンタ 51,381 +14.4

複合加工機 20,407 +36.3

ＮＣ研削盤 1,960 -13.1

その他 1,079 +12.4

合計 99,759 +12.6



３ 【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当グループ事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに

生じた課題はありません。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等はありません。 

  

５ 【研究開発活動】 

当グループでは、基礎及び応用研究からこれらの研究をベースとした新製品の開発まで一連の研究開発

活動を、提出会社の技術本部及びFAシステム本部を中心として行っております。当中間連結会計期間に研

究開発費として911百万円を支出いたしました。 

 研究開発活動の概要は、次のとおりであります。 
  

(1) 新機種開発 

 工作機械業界は、グローバル展開が一層進展し、これまで3兆円水準であった世界需要が、5兆円を越

え、さらに中長期的に拡大する新たな展開を迎えております。この背景には、建設機械、航空機関連や造

船、エネルギー関連の重厚長大産業向け需要の世界的な広がりがあり、また、工作機械の最大顧客である

自動車も、グローバルに大きく需要を拡大させております。 

 こうした流れの中で、環境対応、高付加価値対応、高精度対応への要求が高まっており、熟練作業者の

減少やグローバル展開に伴い、職人技に頼らずとも容易に使いこなせる工作機械が求められております。

当グループは、こうした要求に対して業界唯一の機電融合技術を持つ強みを活かし、「高精度/生産性」

を追求したオンリーワン技術・商品の開発を展開しております。誰にでも安定して高精度加工が実現でき

る「サーモフレンドリーコンセプト」、衝突を気にせず誰にでも熟練の操作を実現する「ぶつからない機

械(アンチクラッシュシステム)」を開発、当グループの技術力を示すものとして市場で高い評価をいただ

いております。これらのオンリーワン技術は、新オークマとなって、さらに幅広く強化された製品ライン

ナップに展開、「オークマならではの強み」を拡げて「最高のものづくりサービス」へと成長させてまい

ります。 

 当中間連結会計期間において、当グループでは、インテリジェント複合加工機MULTUSシリーズの新たな

ラインナップとして、小物部品の高付加価値加工に最適な「MULTUS B200」を開発いたしました。この製

品は、インテリジェント複合加工機として「サーモフレンドリーコンセプト」と「ぶつからない機械(ア

ンチクラッシュシステム)」を搭載し、コンパクトながら高精度で使い易い複合加工機として高い評価を

いただいております。また、成長を続ける重厚長大産業向けの大型複合加工機として開発いたしました

「MACTURN550心間3m機」は、船舶エンジン用のクランクシャフトや、印刷ロールの高精度・高能率加工に

最適な製品であります。これらの製品は、本年9月にドイツ ハノーバーで開催されたEMO2007(欧州国際工

作機械見本市)に出品し、立形複合加工機「VTM-80YB」、立形5軸加工機「MU-400VA」「MU-500VA-L」、横

形5軸加工機「MILLAC800VH」と併せ、横形、立形5軸、複合加工機の豊富なラインナップを示しました。

中でも充実の大型機群は、グローバルに拡大する重厚長大産業にフィットした製品であり、市場が要請す

る「大物部品の工程集約」に応えるものであります。 

 さらに、自動車部品、建機部品、家電部品等、カラー形状の量産部品加工向けでは、2サドル正面主軸

旋盤「SPL-200」を開発いたしました。自動化を追求し、さらなる高速化と間口最小化を実現し、量産部

品加工で高い生産性を発揮してまいります。 

 当グループは今後とも、「高精度/生産性」を追求し、また、お客様が求める「ソリューション（課題

解決や付加価値向上のための提案）」を製品に組み込むことにより、新しい差別化・成長製品の創出を目

指していきます。機械技術、加工技術、制御・ITの技術基盤をベースに、トータルレスポンシビリティの

強みをさらに拡げてまいります。 

 この戦略は、当グループならではの強みであり、他社が容易に真似できない差別化戦略であります。オ

ンリーワン技術・商品を間断なく創出し、その業界、対象ワークでグローバルに競争力をもつ生産手段を

提供することにより、世界の工作機械のエクセレントカンパニーを目指したいと考えております。 
  



(2) IT製品とNC装置の開発 

 当グループは、昭和38年に自社製NC（OSP）を開発して以来、NCを内製する工作機械メーカとして、

数々の先進的な機電一体技術・機能を組み込んだNCを提供してまいりました。 

 さらに、平成12年には、情報化社会の21世紀を迎えるにあたって、IT（情報技術）をお客様の生産現場

に活かすべく新たな生産システムモデルであるITプラザを発表いたしました。 

 このITプラザは、生産形態が顧客ニーズの多様化、変化に即応する多品種少量生産へシフトする中で、

Ｑ、Ｃ、Ｄ（品質、コスト、納期）の向上を図り、「良いものを、安く、速く作る」ためのシステムを提

案したものであり、ネットワーク対応NCを中核として、モノづくりの部品設計・工程設計からNC工作機械

をダイレクトに結びつけることにより、従来型のモノづくりプロセスを大幅に短縮するとともに、「良い

モノをどのように作るか」の情報コンテンツを一括して準備できる「ADMAC-Parts」（CAD/CAM）、多種多

様な工程の進捗をリアルタイムに集計し、最適な作業計画を簡単に作るとともに、「いつまでに、何を、

いくつ作るか」を一括して準備できる「MacMan」（生産・工程管理システム）、さらに、日常作業の積み

重ねによって形成されるノウハウを蓄積、管理できる「KCMAC」（自社製ノウハウ管理システム）を備え

たことを特長とするシステムであります。 

 当グループでは、日進月歩のコンピュータハードウェア、ソフトウェアを基盤として、このITプラザを

構成しているOSPとITプラザ製品群の開発、育成に取り組んでおります。 

 特に平成17年には、ITプラザの中核であるOSPとして、PCベースのオープンなハードウェアとソフトウ

ェアWindowsを採用した新世代NC「OSP-P200」の市場投入を開始し、あわせて、その技術的特長を活かし

た差別化機能である「アンチクラッシュシステム（衝突防止機能）」と「らくらく対話アドバンス」と

「エクセルマシニング」の3つの新機能を市場投入いたしました。特に世界に先駆けて開発した「アンチ

クラッシュシステム」は、工作機械の複合化、複雑化にともなって加工準備作業がますます煩雑、かつ複

雑になる中で、複合加工機には必須の機能として高く評価されております。 

 また、本年9月にドイツ ハノーバーで開催されたEMO2007(欧州国際工作機械見本市)では、新世代NC

「OSP-P200」のオープンアーキテクチャの特長を活かした計測装置やロボットとの容易な接続性、計測管

理ソフトウェアやシミュレーションソフトウエアの容易な組み込み性など、顧客ソリューションの実現展

示を行い、その特長が欧州市場の顧客から高い評価をいただきました。 

 なお、平成18年の旧大隈豊和機械㈱との合併を機に旧大隈豊和機械㈱の立形マシニングセンタ、立形旋

盤に続いて複合加工機VTMシリーズへの「OSP-P200」搭載を促進し、「サーモフレンドリーコンセプト」

や「アンチクラッシュシステム」等、当社オンリーワン技術を採用することによって、両社技術が融合さ

れた豊富な製品群として展開を図ってまいりました。 

 一方、機械制御分野では、平成9年に当社が世界で初めて開発した高性能シンクロナスリラクタンスモ

ータ：PREXを更に進化させた主軸用PREXモータを開発し、本年4月に当社の主力旋盤であるスペースター

ンシリーズをフルモデルチェンジした新機種LB-EXシリーズに搭載を開始いたしました。 

 この主軸用PREXモータは、従来の主軸モータに比べて回転体（ロータ）に発熱源がないため、主軸の熱

膨張が抑えられ、加工精度の安定に寄与するほか、モータ体積も20%小型化し、フロアスペースの削減に

貢献しております。また、モータの軽量化によって加減速時間が短縮され、サイクルタイム短縮にも寄与

しております。合わせて、モータ発熱の低減による高効率化は、省エネルギー化も実現し、CO2排出量の

削減にも貢献するエコロジー商品となっております。 

 また、ITプラザ製品の開発では、ますますニーズが高まる5軸加工に対し、「ADMAC-Parts」や「らくら

く対話アドバンス」の割出し5軸加工のプログラミング機能強化を推進するとともに、生産技術部門で用

いられる3Dモデル活用の干渉チェックツール「3Dバーチャモニタ」と加工現場で用いられる「アンチクラ

ッシュシステム」との各種データ連携を実現し、バーチャルマシニングとリアルマシニングとの融合によ

って、加工現場での準備作業時間の短縮、機械稼働率向上の一層の進化を図ってまいりました。 

 当グループでは、オークマの強みである機電情融合のコンセプトを基盤とし、先進のIT、先進のサーボ

技術のたゆまぬ研究開発と自社開発NC（OSPシリーズ）やITプラザ製品への適用、さらにはそれらを購入

されたお客様へのネットワークサービスにより、「IT時代に相応しいスピード・ソリューション、スピー

ド・サービスを顧客へ提供するFAシステム事業」を推進し、お客様へのものづくりサービスを一層発展さ

せてまいります。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

当中間連結会計期間において、前連結会計年度末(平成19年３月31日)に計画した重要な設備の新設、除

却等について、重要な変更はありません。なお、前連結会計年度末において計画中であった当社可児工場

厚生施設につきましては、平成19年６月に完了しております。 

  

また、当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設等の計画はありません。 

  



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

 
  

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 493,862,000

計 493,862,000

種類
中間会計期間末 
現在発行数(株) 

(平成19年９月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年12月20日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 168,775,770 168,775,770
東京証券取引所
名古屋証券取引所 
各市場第一部

―

計 168,775,770 168,775,770 ― ―

年月日

発行済株式 

総数増減数 

(千株)

発行済株式 

総数残高 

(千株)

資本金増減額

 

(百万円)

資本金残高 

 

(百万円)

資本準備金 

増減額 

(百万円)

資本準備金 

残高 

(百万円)

平成19年９月30日 ― 168,775 ― 18,000 ― 39,951



(5) 【大株主の状況】 

平成19年９月30日現在 

 
(注) １ 上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、次のとおりであります。 

 
２ 平成19年６月６日付で大量保有報告書の変更報告書の写しの提出があり、平成19年５月31日現在で以下の株

式を保有している旨の報告を受けましたが、当社として当中間期末現在における実質所有株式数の確認ができ

ないため、上記大株主の状況には含めておりません。 

 なお、その変更報告書の内容は、次のとおりであります。 

 
３ 平成19年６月18日付で大量保有報告書の変更報告書の写しの提出があり、平成19年６月11日現在で以下の株

式を保有している旨の報告を受けましたが、当社として株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行以外の当中間期末現在に

おける実質所有株式数の確認ができないため、上記大株主の状況には含めておりません。 

 なお、その変更報告書の内容は、次のとおりであります。 

 
  

氏名又は名称 住所
所有株式数

(千株)

発行済株式総数に対する

所有株式数の割合(％)

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１丁目６番６号 14,810 8.77

日本トラステイ・サービス 
信託銀行株式会社(信託口)

東京都中央区晴海１丁目８番11号 14,615 8.65

日本マスタートラスト 
信託銀行株式会社(信託口)

東京都港区浜松町２丁目11番３号 12,435 7.36

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７番１号 7,975 4.72

中央三井信託銀行株式会社 
(常任代理人日本トラステイ・
サービス信託銀行株式会社)

東京都港区芝３丁目33番１号
(東京都中央区晴海１丁目８番11号)

4,045 2.39

岡谷鋼機株式会社 名古屋市中区栄２丁目４番18号 3,183 1.88

オークマ取引先持株会
愛知県丹羽郡大口町下小口５丁目25番地
の１

3,120 1.84

ドイツ証券株式会社 東京都千代田区永田町２丁目11番１号 2,293 1.35

カリヨン デイーエムエイ 
オーテイシー 
（常任代理人カリヨン証券株式
会社）

9, QUAI DU PRESIDENT PAUL DOUMER 
BUREAU 9D VB 07076 92920 PARIS LA 
DEFENSE CEDEX FRANCE 
（東京都港区東新橋１丁目９番２号）

2,175 1.28

資産管理サービス信託銀行 
株式会社（証券投資信託口）

東京都中央区晴海１丁目８番12号 1,917 1.13

計 ― 66,571 39.44

日本トラステイ・サービス信託銀行株式会社(信託口) 14,615千株

日本マスタートラスト信託銀行株式会社(信託口) 12,435千株

資産管理サービス信託銀行株式会社(証券投資信託口) 1,917千株

氏名又は名称 住所
保有株券等の数 

(千株)
株券等保有割合

(％)

ＪＰモルガン・アセット・マ
ネジメント株式会社

東京都千代田区丸の内２丁目７番
３号

4,713 2.79

ジェー・ピー・モルガン・ホ
ワイトフライヤーズ・インク

アメリカ合衆国 ニューヨーク州
10017 ニューヨーク パーク・ア
ベニュー270

1,307 0.77

ジェー・ピー・モルガン・セ
キュリティーズ・リミテッド

英国、ロンドン、EC2Y 5AJ、ロン
ドン・ウォール 125

218 0.12

氏名又は名称 住所
保有株券等の数 

(千株)
株券等保有割合

(％)

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行
東京都千代田区丸の内２丁目７番
１号

7,975 4.72

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社
東京都千代田区丸の内１丁目４番
５号

1,632 0.96

三菱ＵＦＪ証券株式会社
東京都千代田区丸の内２丁目４番
１号

614 0.36

三菱ＵＦＪ投信株式会社
東京都千代田区丸の内１丁目４番
５号

1,037 0.61



(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成19年９月30日現在 

 
(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が4千株(議決権4個)含まれて

おります。 

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式969株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成19年９月30日現在 

 
  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別 高・ 低株価】 

  

 
(注) 株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 259,000

― ―

完全議決権株式(その他)
普通 
株式

166,617,000 166,617 ―

単元未満株式
普通 
株式

1,899,770 ― 一単元（1,000株）未満の株式

発行済株式総数 168,775,770 ― ―

総株主の議決権 ― 166,617 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数
の合計 
(株)

発行済株式総数
に対する所有 

株式数の割合(％)

オークマ株式会社
愛知県丹羽郡大口町下小口

５丁目２５番地の１
259,000 ― 259,000 0.1

計 ― 259,000 ― 259,000 0.1

月別 平成19年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

高(円) 1,490 1,745 1,999 2,165 2,020 1,765

低(円) 1,334 1,430 1,687 1,929 1,410 1,474



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11

年大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間連結

財務諸表規則に基づき、当中間連結会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正

後の中間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵

省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表

等規則に基づき、当中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後の中間財

務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年

９月30日まで)の中間連結財務諸表及び前中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の

中間財務諸表について、並びに、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間連結会計期

間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)の中間連結財務諸表及び当中間会計期間(平成19年４月

１日から平成19年９月30日まで)の中間財務諸表について、東陽監査法人により中間監査を受けておりま

す。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

 
  

前中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成19年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成19年３月31日)

区分
注記

番号
金額(百万円)

構成比

(％)
金額(百万円)

構成比

(％)
金額(百万円)

構成比

(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

  現金及び預金 35,468 30,698 35,990

  受取手形及び売掛金 ※５ 53,781 51,635 54,273

  有価証券 173 4 174

  たな卸資産 40,548 48,758 42,907

  その他 6,285 8,103 6,827

貸倒引当金 △915 △821 △890

流動資産合計 135,344 70.5 138,378 68.0 139,283 69.1

Ⅱ 固定資産

  有形固定資産

  建物及び構築物
※ 

1，2
12,701 17,173 16,213

  機械装置及び運搬具 ※１ ― 10,193 9,442

  その他
※ 

1，2
19,875 32,577 11,324 38,691 11,436 37,092

 無形固定資産 2,171 2,978 2,598

 投資その他の資産

  投資有価証券 ※２ 19,301 20,209 19,975

  その他 2,642 3,250 2,617

  貸倒引当金 △28 21,916 △28 23,431 △28 22,564

 固定資産合計 56,664 29.5 65,102 32.0 62,255 30.9

資産合計 192,008 100.0 203,481 100.0 201,538 100.0



前中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成19年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成19年３月31日)

区分
注記

番号
金額(百万円)

構成比

(％)
金額(百万円)

構成比

(％)
金額(百万円)

構成比

(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

  支払手形及び買掛金 ※５ 39,927 40,662 39,240

  短期借入金 364 161 304

  １年以内返済予定の 
  長期借入金

※２ 9,633 10,204 9,633

  賞与引当金 2,296 2,578 2,442

  役員賞与引当金 ― 49 91

  その他の引当金 ※３ 430 631 432

  その他 12,635 15,042 16,857

  流動負債合計 65,288 34.0 69,330 34.1 69,003 34.2

Ⅱ 固定負債

  長期借入金 ※２ 23,566 20,361 21,749

  退職給付引当金 1,575 1,121 915

  負ののれん 2,032 1,717 1,828

  その他 4,857 3,137 5,353

  固定負債合計 32,032 16.7 26,338 12.9 29,848 14.8

負債合計 97,320 50.7 95,668 47.0 98,851 49.0

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

  資本金 18,000 9.4 18,000 8.8 18,000 8.9

  資本剰余金 41,686 21.7 41,687 20.5 41,686 20.7

  利益剰余金 28,879 15.0 43,319 21.3 36,857 18.3

  自己株式 △214 △0.1 △382 △0.2 △275 △0.1

  株主資本合計 88,351 46.0 102,624 50.4 96,268 47.8

Ⅱ 評価・換算差額等

  その他有価証券 
  評価差額金

5,123 2.7 3,154 1.6 4,548 2.3

  為替換算調整勘定 △294 △0.2 161 0.1 36 0.0

  評価・換算差額等 
  合計

4,828 2.5 3,315 1.7 4,585 2.3

Ⅲ 少数株主持分 1,507 0.8 1,872 0.9 1,832 0.9

純資産合計 94,688 49.3 107,812 53.0 102,686 51.0

負債及び純資産合計 192,008 100.0 203,481 100.0 201,538 100.0



② 【中間連結損益計算書】 

  

 
  

前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結損益計算書

(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記

番号
金額(百万円)

百分比

(％)
金額(百万円)

百分比

(％)
金額(百万円)

百分比

(％)

Ⅰ 売上高 88,573 100.0 99,759 100.0 188,800 100.0

Ⅱ 売上原価 61,441 69.4 68,211 68.4 129,983 68.8

売上総利益 27,131 30.6 31,548 31.6 58,816 31.2

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１ 15,365 17.3 17,929 17.9 31,551 16.8

営業利益 11,766 13.3 13,618 13.7 27,264 14.4

Ⅳ 営業外収益

受取利息 105 164 260

受取配当金 133 218 207

負ののれん償却額 100 233 386

持分法による投資利益 49 51 104

その他 320 710 0.8 270 939 0.9 511 1,468 0.8

Ⅴ 営業外費用

支払利息 333 371 722

為替差損 379 566 783

たな卸資産評価損 149 200 281

その他 610 1,472 1.7 529 1,668 1.7 1,306 3,093 1.6

経常利益 11,004 12.4 12,890 12.9 25,640 13.6

Ⅵ 特別利益

投資有価証券売却益 ― ─ 571

退職給付信託返還に伴う 
数理差異一括償却額

367 ─ 367

固定資産売却益 ※２ ― 367 0.4 ─ ─ ─ 164 1,103 0.6

Ⅶ 特別損失

退職給付制度間移行損失 ― ─ 510

固定資産売却損 ※３ ― ― ― ─ ─ ─ 76 587 0.3

税金等調整前中間 
(当期)純利益

11,372 12.8 12,890 12.9 26,156 13.9

法人税、住民税及び 
事業税

3,617 4,898 9,683

法人税等調整額 761 4,378 4.9 △357 4,541 4.5 465 10,148 5.4

少数株主利益 121 0.1 201 0.2 314 0.2

中間(当期)純利益 6,871 7.8 8,147 8.2 15,692 8.3



③ 【中間連結株主資本等変動計算書】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
  

 
  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高(百万円) 18,000 42,817 25,040 △169 85,688

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当 △2,023 △2,023

 利益処分による役員賞与等 △101 △101

 中間純利益 6,871 6,871

 自己株式の取得 △62 △62

 自己株式の処分 △0 16 16

 連結子会社合併による減少高 △1,130 △906 △2,037

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円)

― △1,130 3,839 △45 2,663

平成18年９月30日残高(百万円) 18,000 41,686 28,879 △214 88,351

評価・換算差額等
少数株主
持分

純資産合計その他 
有価証券 
評価差額金

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 5,899 △499 5,400 1,564 92,654

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当 △2,023

 利益処分による役員賞与等 △101

 中間純利益 6,871

 自己株式の取得 △62

 自己株式の処分 16

 連結子会社合併による減少高 △2,037

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)

△776 204 △571 △57 △629

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円)

△776 204 △571 △57 2,033

平成18年９月30日残高(百万円) 5,123 △294 4,828 1,507 94,688



当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

 
  

 
  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年３月31日残高(百万円) 18,000 41,686 36,857 △275 96,268

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当 △1,685 △1,685

 中間純利益 8,147 8,147

 自己株式の取得 △108 △108

 自己株式の処分 0 1 2

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円)

― 0 6,462 △107 6,355

平成19年９月30日残高(百万円) 18,000 41,687 43,319 △382 102,624

評価・換算差額等
少数株主
持分

純資産合計その他 
有価証券 
評価差額金

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成19年３月31日残高(百万円) 4,548 36 4,585 1,832 102,686

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当 △1,685

 中間純利益 8,147

 自己株式の取得 △108

 自己株式の処分 2

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)

△1,394 124 △1,270 40 △1,229

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円)

△1,394 124 △1,270 40 5,125

平成19年９月30日残高(百万円) 3,154 161 3,315 1,872 107,812



前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
  

 
  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高(百万円) 18,000 42,817 25,040 △169 85,688

連結会計年度中の変動額

 剰余金の配当 △2,023 △2,023

 剰余金の配当 (中間配当) △843 △843

 利益処分による役員賞与等 △101 △101

 当期純利益 15,692 15,692

 自己株式の取得 △123 △123

 自己株式の処分 △0 17 17

 連結子会社合併による減少高 △1,130 △906 △2,037

 株主資本以外の項目の 
 連結会計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円)

― △1,130 11,817 △106 10,580

平成19年３月31日残高(百万円) 18,000 41,686 36,857 △275 96,268

評価・換算差額等
少数株主
持分

純資産合計その他 
有価証券 
評価差額金

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 5,899 △499 5,400 1,564 92,654

連結会計年度中の変動額

 剰余金の配当 △2,023

 剰余金の配当 (中間配当) △843

 利益処分による役員賞与等 △101

 当期純利益 15,692

 自己株式の取得 △123

 自己株式の処分 17

 連結子会社合併による減少高 △2,037

 株主資本以外の項目の 
 連結会計年度中の変動額(純額)

△1,351 536 △815 267 △547

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円)

△1,351 536 △815 267 10,032

平成19年３月31日残高(百万円) 4,548 36 4,585 1,832 102,686



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

 
  

前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシュ・

フロー計算書
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 営業活動による
キャッシュ・フロー

  税金等調整前
中間(当期)純利益

11,372 12,890 26,156

  減価償却費 2,090 2,910 4,736

  負ののれん償却額 △100 △233 △386

  貸倒引当金の増減額 △40 △68 △42

  賞与引当金の増減額 △63 110 82

  役員賞与引当金の増減額 ─ △42 91

  退職給付引当金の増減額 △131 194 △733

  退職給付信託返還に伴う
  数理差異一括償却額

△367 ― △367

  退職給付制度間移行損失 ― ― 510

  受取利息及び受取配当金 △239 △382 △467

  支払利息 333 371 722

  為替差損 233 448 437

  持分法による投資利益 △49 △51 △104

  投資有価証券売却益 ─ ― △571

  固定資産売却損益 4 △12 △87

  固定資産廃棄損 71 64 89

  売上債権の増減額 △1,632 2,899 △1,611

  たな卸資産の増減額 △3,466 △5,927 △5,498

  仕入債務の増減額 4,891 1,108 3,730

  割引手形の増減額 △3,184 ― △3,184

  その他の増減額 60 116 172

小計 9,780 14,394 23,676

  利息及び配当金の受取額 187 274 412

  利息の支払額 △307 △374 △706

  法人税等の支払額 △3,972 △6,850 △6,704

営業活動による 
キャッシュ・フロー

5,689 7,443 16,678

Ⅱ 投資活動による
キャッシュ・フロー

  定期預金等の純増減額 171 ― 318

  有形固定資産の
取得による支出

△5,439 △4,218 △12,194

  有形固定資産の
売却による収入

― 57 1,352

  無形固定資産の
取得による支出

△827 △1,059 △1,956

  投資有価証券の
取得による支出

△1,736 △4,305 △4,010

  投資有価証券の
売却による収入

200 ― 1,998

  その他の増減額 △174 △175 △302

投資活動による 
キャッシュ・フロー

△7,805 △9,702 △14,795



 
  

前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシュ・

フロー計算書
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅲ 財務活動による
キャッシュ・フロー

  短期借入金増減額 △2,566 △129 △2,673

  長期借入金の借入
による収入

12,500 4,000 17,500

  長期借入金の
返済による支出

△3,226 △4,816 △10,043

   自己株式の売却による収入 16 2 17

   自己株式の取得による支出 △58 △108 △119

  少数株主への
配当金の支払額

△70 △1 △71

配当金の支払額 △2,023 △1,685 △2,866

  その他の増減額 △3 ― △59

財務活動による 
キャッシュ・フロー

4,567 △2,739 1,683

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る
換算差額

13 △550 △432

Ⅴ 現金及び現金同等物
の増減額

2,464 △5,549 3,133

Ⅵ 現金及び現金同等物
の期首残高

32,624 35,758 32,624

Ⅶ 非連結子会社の吸収合併に
伴う現金及び現金同等物の
増加額

― 89 ―

Ⅷ 現金及び現金同等物の
中間期末(期末)残高

35,089 30,298 35,758



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

   

項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 連結の範囲に関す

る事項

(イ)連結子会社の数 ８社

会社名

オークマ アメリカ

Corp．

オークマ ヨーロッパ

GmbH

㈱日本精機商会

オークマ ラテン 

アメリカ Ltda

オークマ興産㈱

北一大隈(北京)机床

有限公司

大同大隈股份有限公司

オークマ オーストラ

リア Pty.Ltd.

なお、当社は平成18年

７月１日付にて、連結

子会社オークマ㈱、大

隈豊和機械㈱及び大隈

エンジニアリング㈱の

３社と合併いたしまし

た。

(イ)連結子会社の数 ８社

会社名

オークマ アメリカ

Corp．

オークマ ヨーロッパ

GmbH

㈱日本精機商会

オークマ ラテン 

アメリカ Ltda

オークマ興産㈱

北一大隈(北京)机床

有限公司

大同大隈股份有限公司

オークマ オーストラ

リア Pty.Ltd.

なお、連結子会社オー

クマ興産㈱は、平成19

年４月１日付にて非連

結子会社オーエッチエ

ス㈱を吸収合併いたし

ました。

(イ)連結子会社の数 ８社

会社名

オークマ アメリカ

Corp．

オークマ ヨーロッパ

GmbH

㈱日本精機商会

オークマ ラテン 

アメリカ Ltda

オークマ興産㈱

北一大隈(北京)机床

有限公司

大同大隈股份有限公司

オークマ オーストラ

リア Pty.Ltd.

なお、当社は平成18年

７月１日付にて、連結

子会社オークマ㈱、大

隈豊和機械㈱及び大隈

エンジニアリング㈱の

３社と合併いたしまし

た。

(ロ)非連結子会社の数10社

会社名

㈱大隈技研

愛岐協商㈱

オークマ スチール

テクノ㈱

オークマ テクノ タイ

ランド Ltd.

大隈机床(上海)

有限公司

その他５社

(ロ)非連結子会社の数11社

会社名

㈱大隈技研

愛岐協商㈱

オークマ スチール

テクノ㈱

オークマ テクノ タイ

ランド Ltd.

大隈机床(上海)

有限公司

その他６社

(ロ)非連結子会社の数10社

会社名

㈱大隈技研

愛岐協商㈱

オークマ スチール

テクノ㈱

オークマ テクノ タイ

ランド Ltd.

大隈机床(上海)

有限公司

その他５社

(ハ)非連結子会社について

連結の範囲から除いた理

由

 非連結子会社10社の総

資産、売上高、中間純損

益（持分に見合う額）及

び利益剰余金（持分に見

合う額）等は、いずれも

中間連結財務諸表に重要

な影響を及ぼしておりま

せん。

(ハ)非連結子会社について

連結の範囲から除いた理

由

 非連結子会社11社の総

資産、売上高、中間純損

益（持分に見合う額）及

び利益剰余金（持分に見

合う額）等は、いずれも

中間連結財務諸表に重要

な影響を及ぼしておりま

せん。

(ハ)非連結子会社について

連結の範囲から除いた理

由

 非連結子会社10社の総

資産、売上高、当期純損

益（持分に見合う額）及

び利益剰余金（持分に見

合う額）等は、いずれも

連結財務諸表に重要な影

響を及ぼしておりませ

ん。



   

項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

２ 持分法の適用に関

する事項

(イ)持分法適用の非連結子

会社及び関連会社数１社

会社名 旭精機工業㈱

(イ)持分法適用の非連結子

会社及び関連会社数１社

会社名 旭精機工業㈱

(イ)持分法適用の非連結子

会社及び関連会社数１社

会社名 旭精機工業㈱

(ロ)持分法を適用していな

い非連結子会社10社及び

関連会社３社は、それぞ

れ中間純損益（持分に見

合う額）及び利益剰余金

（持分に見合う額）等か

らみて、持分法の対象か

ら除いても中間連結財務

諸表に及ぼす影響が軽微

であり、かつ、全体とし

ても重要性がないため、

持分法の適用から除外し

ております。

(ロ)持分法を適用していな

い非連結子会社11社及び

関連会社２社は、それぞ

れ中間純損益（持分に見

合う額）及び利益剰余金

（持分に見合う額）等か

らみて、持分法の対象か

ら除いても中間連結財務

諸表に及ぼす影響が軽微

であり、かつ、全体とし

ても重要性がないため、

持分法の適用から除外し

ております。

(ロ)持分法を適用していな

い非連結子会社10社及び

関連会社２社は、それぞ

れ当期純損益（持分に見

合う額）及び利益剰余金

（持分に見合う額）等か

らみて、持分法の対象か

ら除いても連結財務諸表

に及ぼす影響が軽微であ

り、かつ、全体としても

重要性がないため、持分

法の適用から除外してお

ります。

３ 連結子会社の中間

決算日(決算日)等に

関する事項

 連結子会社の中間決算日

が中間連結決算日と異なる

会社は、オークマ ラテン 

アメリカ Ltda、北一大隈

（北京）机床有限公司並び

に、大同大隈股份有限公司

であり、その中間決算日は

6月30日であります。中間

連結財務諸表の作成に際し

ては、オークマ ラテン ア

メリカ Ltdaは、中間連結

決算日現在で、中間決算に

準じた会計処理を行った中

間財務諸表を基礎としてお

ります。また、北一大隈

（北京）机床有限公司、大

同大隈股份有限公司は、同

日現在の財務諸表を使用

し、中間連結決算日との間

に生じた重要な取引につい

ては、連結上必要な調整を

行っております。

同左  連結子会社の決算日が連

結決算日と異なる会社は、

オークマ ラテン アメリカ

Ltda、北一大隈(北京)机床

有限公司並びに大同大隈股

份有限公司の３社であり、

その決算日は12月31日であ

ります。連結財務諸表の作

成に際しましては、オーク

マ ラテン アメリカ Ltda

は、連結決算日現在で、決

算に準じた会計処理を行っ

た財務諸表を基礎としてお

ります。北一大隈(北京)机

床有限公司、大同大隈股份

有限公司は、同日現在の財

務諸表を使用し、連結決算

日との間に生じた重要な取

引については、連結決算上

必要な調整を行っておりま

す。

４ 会計処理基準に関

する事項

(イ)重要な資産の評価基準

及び評価方法

(イ)重要な資産の評価基準

及び評価方法

(イ)重要な資産の評価基準

及び評価方法

その他有価証券

 時価のあるもの…中間

連結決算末日の市場

価格等に基づく時価

法(評価差額は全部

純資産直入法により

処理し、売却原価は

主として移動平均法

により算定)

その他有価証券

 時価のあるもの…

    同左

その他有価証券

 時価のあるもの…期末

日の市場価格等に基

づく時価法（評価差

額は全部純資産直入

法により処理し、売

却原価は主として移

動平均法により算

定）

  時価のないもの…主と

して移動平均法に

よる原価法

 時価のないもの…

    同左

 時価のないもの…

    同左

デリバティブ… 

 時価法 

 

デリバティブ… 

    同左

デリバティブ… 

    同左



   

項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

たな卸資産

①製品及び仕掛品…個別

法による原価法によ

り、一部の連結子会

社は移動平均法によ

る原価法及び低価法

によっております。

たな卸資産 

①製品及び仕掛品… 

    同左

たな卸資産 

①製品及び仕掛品… 

    同左

②原材料……………移動

平均法による原価法

により、一部の連結

子会社は低価法によ

っております。

②原材料… 

  同左

②原材料… 

  同左

③貯蔵品……………先入

先出法による原価法

により、一部の連結

子会社は低価法によ

っております。

③貯蔵品… 

    同左

③貯蔵品… 

    同左

(ロ)重要な減価償却資産の
減価償却方法
①有形固定資産の減価償

却方法…定率法(た
だし、平成10年４月
１日以降取得した建
物(建物附属設備を
除く)については、
定額法)を採用して
おりますが、在外連
結子会社は定額法で
あります。

  なお、主な耐用年数
は以下のとおりであ
ります。

 建物及び構築物
    ３～60年
 機械装置及び運搬具
    ２～17年

(ロ)重要な減価償却資産の
減価償却方法
①有形固定資産の減価償

却方法…定率法(た
だし、平成10年４月
１日以降取得した建
物(建物附属設備を
除く)については、
定額法)を採用して
おりますが、在外連
結子会社は定額法で
あります。

 なお、主な耐用年数
は以下のとおりであ
ります。
建物及び構築物
   ３～60年
機械装置及び運搬具
   ２～17年

(ロ)重要な減価償却資産の
減価償却方法
①有形固定資産の減価償

却方法…定率法(た
だし、平成10年４月
１日以降取得した建
物(建物附属設備を
除く)については、
定額法)を採用して
おりますが、在外連
結子会社は定額法で
あります。

 なお、主な耐用年数
は以下のとおりであ
ります。
建物及び構築物
   ３～60年
機械装置及び運搬具
   ２～17年

（会計方針の変更）
当社及び国内連結

子会社は、法人税法
の改正に伴い、当中
間連結会計期間よ
り、平成19年４月１
日以降に取得した有
形固定資産につい
て、改正後の法人税
法に基づく減価償却
の方法に変更してお
ります。 
 これにより、営業
利益、経常利益及び
税金等調整前中間純
利益はそれぞれ55百
万円減少しておりま
す。 
 なお、セグメント
情報に与える影響
は、当該箇所に記載
しております。



   

項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

（追加情報）
当社及び国内連結

子会社は、法人税法
の改正に伴い、平成
19年３月31日以前に
取得した有形固定資
産については、改正
前の法人税法に基づ
く減価償却の方法の
適用により取得価額
の５％に到達した連
結会計年度の翌連結
会計年度より、取得
価額の５％相当額と
備忘価額との差額を
５年間にわたり均等
償却し、減価償却費
に含めて計上してお
ります。 
 これにより、営業
利益、経常利益及び
税金等調整前中間純
利益はそれぞれ132
百万円減少しており
ます。 
 なお、セグメント
情報に与える影響
は、当該箇所に記載
しております。

②無形固定資産の減価償
却方法…ソフトウェ
アについては、自社
利用のものは社内に
おける利用可能期間
(主として５年)に基
づく定額法、販売目
的のものは３年間の
見込販売数量に基づ
く償却額(残存有効
期間均等配分額以
上)を計上する方法
によっております。

②   同左 ②   同左

(ハ)重要な引当金の計上基
準
①貸倒引当金…債権の貸

倒による損失に備え
るため、一般債権に
ついては貸倒実績率
により、貸倒懸念債
権等特定の債権につ
いては個別に回収可
能性を検討し、回収
不能見込額を計上し
ております。

(ハ)重要な引当金の計上基
準
①   同左

(ハ)重要な引当金の計上基
準
①   同左

②賞与引当金…従業員に
対する賞与支払に充
てるため、支給見込
額を計上しておりま
す。在外連結子会社
は、賞与引当金を計
上しておりません。

②   同左 ②   同左



 
  

項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

③役員賞与引当金…役員
の賞与の支払に備え
るため、支給見込額
のうち期間対応額を
計上することとして
おります。在外連結
子会社は、役員賞与
引当金を計上してお
りません。

（会計方針の変更）
 当中間連結会計期
間より、「役員賞与
に関する会計基準」
（企業会計基準第４
号 平成17年11月29
日）を適用しており
ます。 
 なお、役員賞与の
金額は事業年度の業
績等に基づき算定す
ることとなっており
ますが、当中間連結
会計期間において合
理的に見積もること
が困難なため引当金
を計上しておりませ
ん。

③役員賞与引当金…役員
の賞与の支払に備え
るため、支給見込額
のうち期間対応額を
計上しております。
在外連結子会社は、
役員賞与引当金を計
上しておりません。

③役員賞与引当金…役員
の賞与の支払に備え
るため、支給見込額
のうち期間対応額を
計上しております。
在外連結子会社は、
役員賞与引当金を計
上しておりません。

（会計方針の変更）
当連結会計年度よ

り、「役員賞与に関
する会計基準」（企
業会計基準第４号
平成17年11月29日）
を適用しておりま
す。 
 これにより、営業
利益、経常利益及び
税金等調整前当期純
利益は91百万円減少
しております。

④製品保証引当金…売上
製品の保証期間内に
発生する無償のアフ
ターサービスの費用
に備えるため、売上
高を基準として過去
の経験率により計上
しております。一部
の連結子会社は、製
品保証引当金を計上
しておりません。

④   同左 ④   同左

⑤退職給付引当金…従業
員の退職給付に備え
るため、当連結会計
年度末における退職
給付債務及び年金資
産の見込額に基づ
き、当中間連結会計
期間末において発生
していると認められ
る額を計上しており
ます。なお、数理計
算上の差異及び過去
勤務債務の額につい
ては、各連結会計年
度の発生時の従業員
の平均残存勤務期間
以内の一定の年数
(主として15年)によ
る定額法により按分
した額をそれぞれ発
生の翌連結会計年度
より費用処理してお
ります。

⑤退職給付引当金…従業
員の退職給付に備え
るため、当連結会計
年度末における退職
給付債務及び年金資
産の見込額に基づ
き、当中間連結会計
期間末において発生
していると認められ
る額を計上しており
ます。なお、数理計
算上の差異及び過去
勤務債務の額につい
ては、各連結会計年
度の発生時の従業員
の平均残存勤務期間
以内の一定の年数
(主として15年)によ
る定額法により按分
した額をそれぞれ発
生の翌連結会計年度
より費用処理してお
ります。

⑤退職給付引当金…従業
員の退職給付に備え
るため、当連結会計
年度末における退職
給付債務及び年金資
産の見込額に基づ
き、当連結会計年度
末において発生して
いると認められる額
を計上しておりま
す。なお、数理計算
上の差異及び過去勤
務債務の額について
は、各連結会計年度
の発生時の従業員の
平均残存勤務期間以
内の一定の年数（主
として15年）による
定額法により按分し
た額をそれぞれ発生
の翌連結会計年度よ
り費用処理しており
ます。



 
  

項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

（追加情報）
 当社において年金
資産が退職給付債務
を超過しているた
め、退職給付信託の
設定を解除しており
ます。なお、これに
より「退職給付信託
返還に伴う数理差異
一括償却額」（特別
利益）として367百
万円を計上しており
ます。

（追加情報）
当社において年金

資産が退職給付債務
を超過しているた
め、退職給付信託の
設定を解除しており
ます。なお、これに
より「退職給付信託
返還に伴う数理差異
一括償却額」（特別
利益）として367百
万円を計上しており
ます。

⑥役員退職金引当金…役
員の退職金支給に充
てるため、内規に基
づく中間期末要支給
額を計上しておりま
す。在外連結子会社
は役員退職金引当金
を計上しておりませ
ん。

⑥役員退職金引当金…国
内連結子会社におい
て、役員の退職金支
給に充てるため、内
規に基づく中間期末
要支給額を計上して
おります。

⑥役員退職金引当金…役
員の退職金支給に充
てるため、内規に基
づく期末要支給額を
計上しております。
在外連結子会社は役
員退職金引当金を計
上しておりません。

（追加情報）
当社は従来、役員

の退職金支給に充て
るため、内規に基づ
く中間期末要支給額
を計上しておりまし
たが、平成19年３月
20日開催の取締役会
において、平成19年
６月28日開催の定時
株主総会終結時をも
って役員退職慰労金
制度を廃止すること
を決議いたしまし
た。なお、同定時株
主総会において、総
会終結の時までの在
任年数をもとに、廃
止前の基準に基づき
退任時に支給するこ
とを決議しており、
当該金額376百万円
については、固定負
債の「その他」に含
めて表示しておりま
す。

(ニ)重要なリース取引の処
理方法
 リース物件の所有権が
借主に移転すると認めら
れるもの以外のファイナ
ンス・リース取引につい
ては、通常の賃貸借取引
に係る方法に準じた会計
処理によっております。

(ニ)重要なリース取引の処
理方法

同左

(ニ)重要なリース取引の処
理方法

同左

(ホ)重要なヘッジ会計の方
法
①ヘッジ会計の方法…原

則として繰延ヘッジ
処理によっておりま
す。なお、特例処理
の要件を満たしてい
る金利スワップにつ
いては特例処理によ
っております。

(ホ)重要なヘッジ会計の方
法
①ヘッジ会計の方法…

同左

(ホ)重要なヘッジ会計の方
法
①ヘッジ会計の方法…

同左



   
  

項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

②ヘッジ手段とヘッジ対
象
a.ヘッジ
手段

ヘッジ 
対象

為替予
約

外貨建予
定取引

b.ヘッジ
手段

ヘッジ 
対象

金利ス
ワップ

長期借入
金

②ヘッジ手段とヘッジ対
象

同左

②ヘッジ手段とヘッジ対
象

同左

③ヘッジ方針…ヘッジ対
象に係る将来の為替
相場の変動リスク及
び金利変動リスクを
回避する目的で、為
替予約取引及び金利
スワップ取引を行っ
ております。

③ヘッジ方針… 同左 ③ヘッジ方針… 同左

④ヘッジ有効性評価の方
法…相場変動による
ヘッジ手段及びヘッ
ジ対象に係る損益の
累計を比較すること
により、ヘッジ有効
性を評価しておりま
す。ただし、特例処
理によっている金利
スワップについては
有効性の評価を省略
しております。

④ヘッジ有効性評価の方
法… 同左

④ヘッジ有効性評価の方
法… 同左

（ヘ）その他中間連結財務
諸表作成のための基本
となる重要な事項

（ヘ）その他中間連結財務
諸表作成のための基本
となる重要な事項

（ヘ）その他連結財務諸表
作成のための基本とな
る重要な事項

①消費税等の会計処理
…税抜処理によっ
ております。

①消費税等の会計処理
同左

①消費税等の会計処理
同左

②連結納税制度の適用
…連結納税制度を
適 用 し て お り ま
す。

②連結納税制度の適用
同左

②連結納税制度の適用
同左

５ のれん及び負のの
れんの償却に関する
事項

 負ののれんの償却につい
ては、５年間の均等償却を
行っております。

同左 同左

６ 中間連結キャッシ
ュ・フロー計算書
(連結キャッシュ・
フロー計算書)にお
ける資金の範囲

 手許現金、随時引き出し
可能な預金及び容易に換金
可能であり、かつ、価値の
変動について僅少なリスク
しか負わない取得日から３
ヶ月以内に償還期限の到来
する短期投資からなってお
ります。

同左 同左



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

 会計処理方法の変更 
  

 
  

 表示方法の変更 

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

（貸借対照表の純資産の部の表示に
関する会計基準） 
 当中間連結会計期間より、「貸借
対照表の純資産の部の表示に関する
会計基準」（企業会計基準第５号
平成17年12月９日）及び「貸借対照
表の純資産の部の表示に関する会計
基準等の適用指針」（企業会計基準
適用指針第８号 平成17年12月９
日）を適用しております。 
 これまでの資本の部の合計に相当
する金額は、93,180百万円でありま
す。 
 なお、当中間連結会計期間におけ
る中間連結貸借対照表の純資産の部
については、中間連結財務諸表規則
の改正に伴い、改正後の中間連結財
務諸表規則により作成しておりま
す。

──────── （貸借対照表の純資産の部の表示に
関する会計基準） 
 当連結会計年度より、「貸借対照
表の純資産の部の表示に関する会計
基準」（企業会計基準第５号 平成
17年12月９日）及び「貸借対照表の
純資産の部の表示に関する会計基準
等の適用指針」（企業会計基準適用
指針第８号 平成17年12月９日）を
適用しております。 
 これまでの資本の部の合計に相当
する金額は、100,854百万円であり
ます。 
 なお、当連結会計年度における連
結貸借対照表の純資産の部について
は、連結財務諸表規則の改正に伴
い、改正後の連結財務諸表規則によ
り作成しております。

（企業結合に係る会計基準） 
 当中間連結会計期間より、「企業
結合に係る会計基準」（企業会計審
議会 平成15年10月31日）及び「企
業結合会計基準及び事業分離等会計
基準に関する適用指針」（企業会計
基準適用指針第10号 平成17年12月
27日）を適用しております。 
 これによる損益に与える影響はあ
りません。

──────── （企業結合に係る会計基準） 
 当連結会計年度より、「企業結合
に係る会計基準」（企業会計審議会
平成15年10月31日）及び「企業結合
会計基準及び事業分離等会計基準に
関する適用指針」（企業会計基準適
用指針第10号 平成18年12月22日）
を適用しております。 
 これによる損益に与える影響はあ
りません。

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日  至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日  至 平成19年９月30日)

（中間連結貸借対照表）

 前中間連結会計期間において、連結調整勘定は固
定負債の「その他」に含めて表示しておりました
が、当中間連結会計期間より負債及び純資産の合計
額の100分の１を超えたため、「負ののれん」として
区分掲記しております。 
 なお、前中間連結会計期間の「負ののれん」（連
結調整勘定）の金額は42百万円であります。

────────

──────── （中間連結貸借対照表）

「機械装置及び運搬具」は、資産の総額の100分の
５を超えたため、区分掲記しております。 
 なお、前中間連結会計期間において有形固定資産
の「その他」に含めておりました「機械装置及び運
搬具」は8,464百万円であります。

（中間連結キャッシュ・フロー計算書）

 前中間連結会計期間において、「連結調整勘定償
却額」として掲記されていたものは、当中間連結会
計期間から「負ののれん償却額」と表示しておりま
す。

────────



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

 
  

(中間連結損益計算書関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間末 
(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成19年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成19年３月31日)

※１ 有形固定資産減価償却累計額
は53,125百万円であります。

※１ 有形固定資産減価償却累計額
は54,423百万円であります。

※１ 有形固定資産減価償却累計額
は53,087百万円であります。

※２ 固定資産のうち、長期借入金
の担保に供しているものは以下
のとおりであります。

建物 5,931百万円
土地 2,762
投資有価証券 8,960
計 17,655  

※２ 固定資産のうち、長期借入金
の担保に供しているものは以下
のとおりであります。

建物 9,163百万円
土地 2,825
計 11,989

 

※２ 固定資産のうち、長期借入金
の担保に供しているものは以下
のとおりであります。

建物 8,437百万円
土地 2,825
計 11,263

上記に対応する債務額は下記
のとおりであります。
１年以内返済予
定の長期借入金

5,000百万円

長期借入金 5,500
計 10,500

 

上記に対応する債務額は下記
のとおりであります。
１年以内返済予
定の長期借入金 4,000百万円

上記に対応する債務額は下記
のとおりであります。

１年以内返済予
定の長期借入金

4,000百万円

長期借入金 2,000
計 6,000

※３ その他の引当金の内訳
   製品保証引当金  430百万円

※３ その他の引当金の内訳
   製品保証引当金 631百万円

※３ その他の引当金の内訳
  製品保証引当金  432百万円

４ 当グループは、運転資金の効
率的な調達を行うため、取引銀
行12行と貸出コミットメント契
約を締結しております。当中間
連結会計期間末における、貸出
コミットメントに係る借入未実
行残高等は次のとおりでありま
す。
貸出コミット 
メントの総額

14,500百万円

借入実行残高 ―
差引額 14,500

４ 当グループは、運転資金の効
率的な調達を行うため、取引銀
行12行と貸出コミットメント契
約を締結しております。当中間
連結会計期間末における、貸出
コミットメントに係る借入未実
行残高等は次のとおりでありま
す。
貸出コミット
メントの総額

20,000百万円

借入実行残高 ―
差引額 20,000  

４ 当グループは、運転資金の効
率的な調達を行うため、取引銀
行12行と貸出コミットメント契
約を締結しております。当連結
会計年度末における、貸出コミ
ットメントに係る借入未実行残
高等は次のとおりであります。
貸出コミット
メントの総額

18,500百万円

借入実行残高 ―
差引額 18,500

※５ 中間連結会計期間末日満期手
形は、手形交換日をもって決済
処理しております。従って、当
中間連結会計期間末日は、金融
機関の休日であったため中間連
結会計期間末日満期手形が以下
の科目に含まれております。

受取手形 825百万円
支払手形 985

※５ 中間連結会計期間末日満期手
形は、手形交換日をもって決済
処理しております。従って、当
中間連結会計期間末日は、金融
機関の休日であったため中間連
結会計期間末日満期手形が以下
の科目に含まれております。

受取手形 220百万円
支払手形 249

※５ 連結会計年度末日満期手形
は、手形交換日をもって決済処
理しております。従って、当連
結会計年度末日は、金融機関の
休日であったため連結会計年度
末日満期手形が以下の科目に含
まれております。

受取手形 890百万円
支払手形 183

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

※１ 販売費及び一般管理費のうち
主要な費目及び金額は、次のと
おりであります。
運賃荷造費 3,928百万円
販売諸掛 2,038

報酬、給料 
及び手当

3,522

旅費通信費 979
研究開発費 646
減価償却費 295

※１ 販売費及び一般管理費のうち
主要な費目及び金額は、次のと
おりであります。
運賃荷造費 5,314百万円
販売諸掛 2,461

報酬、給料
及び手当

3,742

旅費通信費 1,010
研究開発費 382
減価償却費 308

※１ 販売費及び一般管理費のうち
主要な費目及び金額は、次のと
おりであります。
運賃荷造費 8,496百万円
販売諸掛 4,477

報酬、給料
及び手当

6,780

旅費通信費 1,898
研究開発費 1,062
減価償却費 586

──────── ──────── ※２ 固定資産売却益の内容は次の
とおりであります。
土地 164百万円

──────── ──────── ※３ 固定資産売却損の内容は次の
とおりであります。
土地 6百万円
建物 70
合計 76



(中間連結株主資本等変動計算書関係) 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１ 発行済株式に関する事項 

   
  

２ 自己株式に関する事項 

   
（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加  44,471株 

 持分法適用会社が取得した自己株式（当社株式）の当社帰属分  17,091株 

減少数の主な内訳は、次のとおりであります。 

 単元未満株式の買増請求による減少  13,843株 

  

３ 新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 

  
４ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

 
  
 (2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間後とな

るもの 

 
  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 168,775,770 ― ― 168,775,770

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 237,324 61,562 13,843 285,043

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成18年６月29日 
定時株主総会

普通株式 2,023 12 平成18年３月31日 平成18年６月30日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成18年11月14日 
取締役会

普通株式 利益剰余金 843 5 平成18年９月30日 平成18年12月８日



当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

１ 発行済株式に関する事項 

 
  

２ 自己株式に関する事項 

   
（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加  58,956株 

減少数の主な内訳は、次のとおりであります。 

 単元未満株式の買増請求による減少  1,182株 

  

３ 新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 

  

４ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

 
  

 (2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間後とな

るもの 

 
  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 168,775,770 ― ― 168,775,770

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 332,816 58,956 1,182 390,590

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成19年６月28日 
定時株主総会

普通株式 1,685 10 平成19年３月31日 平成19年６月29日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成19年11月８日 
取締役会

普通株式 利益剰余金 1,011 6 平成19年９月30日 平成19年12月６日



次へ 

前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１ 発行済株式に関する事項 

   
  

２ 自己株式に関する事項 

 
（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加  92,858株 

 持分法適用会社が取得した自己株式（当社株式）の当社帰属分  17,091株 

減少数の主な内訳は、次のとおりであります。 

 単元未満株式の買増請求による減少  14,457株 

  

３ 新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 

  
４ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

 
  

 (2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 
  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 168,775,770 ― ― 168,775,770

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 237,324 109,949 14,457 332,816

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成18年６月29日 
定時株主総会

普通株式 2,023 12 平成18年３月31日 平成18年６月30日

平成18年11月14日 
取締役会

普通株式 843 5 平成18年９月30日 平成18年12月８日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成19年６月28日 
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 1,685 10 平成19年３月31日 平成19年６月29日



(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

(リース取引関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

  現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 35,468百万円

有価証券勘定 173

預入期間が３ヶ月 
を超える定期預金
等

△553

現金及び 
現金同等物

35,089

  現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 30,698百万円

有価証券勘定 4

預入期間が３ヶ月
を超える定期預金
等

△403

現金及び 
現金同等物

30,298

  現金及び現金同等物の期末残高

と連結貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係

現金及び預金勘定 35,990百万円

有価証券勘定 174

預入期間が３ヶ月 
を超える定期預金
等

△406

現金及び
現金同等物

35,758

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引

① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

中間期末残高相当額

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引

① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

中間期末残高相当額

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引

① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

期末残高相当額

 

有形固定資産 
その他

取得価額相当額 3,247百万円

減価償却累計額相当額 1,756

中間期末残高相当額 1,490

 

有形固定資産 
機械装置及び
運搬具他

取得価額相当額 3,126百万円

減価償却累計額相当額 2,190

中間期末残高相当額 935

有形固定資産 
機械装置及び
運搬具他

取得価額相当額 3,322百万円

減価償却累計額相当額 2,047

期末残高相当額 1,274

② 未経過リース料中間期末残高

相当額

② 未経過リース料中間期末残高

相当額

② 未経過リース料期末残高相当

額

 

１年以内 531百万円

１年超 958

合計 1,490

取得価額相当額及び未経過リー

ス料中間期末残高相当額は、有形

固定資産の中間期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利子込み

法により算定しております。

 

１年以内 363百万円

１年超 572

合計 935

同左
 

１年以内 481百万円

１年超 793

合計 1,274

取得価額相当額及び未経過リー

ス料期末残高相当額は、有形固定

資産の期末残高等に占める割合が

低いため、支払利子込み法により

算定しております。

③ 支払リース料、減価償却費相

当額

支払リース料 258百万円

減価償却費相当額 258

③ 支払リース料、減価償却費相

当額

支払リース料 252百万円

減価償却費相当額 252

③ 支払リース料、減価償却費相

当額

支払リース料 422百万円

減価償却費相当額 422

④ 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残

存価格を零とする定額法によって

おります。

④ 減価償却費相当額の算定方法

同左

④ 減価償却費相当額の算定方法

同左

２ オペレーティング・リース取引

────────

２ オペレーティング・リース取引

未経過リース料

１年以内 27百万円

１年超 48

合計 75

２ オペレーティング・リース取引

────────



(有価証券関係) 

前中間連結会計期間末 (平成18年９月30日) 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

該当事項はありません。 

  

２ その他有価証券で時価のあるもの 

   

 
（注） 減損処理にあたっては、時価のある銘柄は、中間期末日における時価の簿価に対する下落率が50％以上の銘柄

について、一律減損処理をしており、また、下落率30％以上50％未満の銘柄については、回復可能性等を総合的

に判断しております。 

  

３ 時価評価されていない主な有価証券 

その他有価証券 

  

 
  

当中間連結会計期間末 (平成19年９月30日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
（注） 減損処理にあたっては、時価のある銘柄は、中間期末日における時価の簿価に対する下落率が50％以上の銘柄

について、一律減損処理をしており、また、下落率30％以上50％未満の銘柄については、回復可能性等を総合的

に判断しております。 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

その他有価証券 

  

 
  

区分 取得原価(百万円)
中間連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額(百万円)

① 株式 9,023 16,649 7,626

② 債券

その他 200 200 ―

計 9,223 16,849 7,626

区分
中間連結貸借対照表計上額

(百万円)

① 非上場株式 159

② ＦＦＦ 173

区分 取得原価(百万円)
中間連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額(百万円)

① 株式 13,243 17,221 3,978

② 債券

その他 400 400 ─

計 13,643 17,621 3,978

区分
中間連結貸借対照表計上額

(百万円)

① 非上場株式 159

② ＦＦＦ 4



次へ 

前連結会計年度末 (平成19年３月31日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
（注） 減損処理にあたっては、時価のある銘柄は、期末日における時価の簿価に対する下落率が50％以上の銘柄につ

いて、一律減損処理をしており、また、下落率30％以上50％未満の銘柄については、回復可能性等を総合的に判

断しております。 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

その他有価証券 

  

区分 取得原価(百万円)
連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額(百万円)

① 株式 9,737 17,008 7,271

② 債券

その他 400 400 ─

計 10,137 17,408 7,271

区分
連結貸借対照表計上額

(百万円)

① 非上場株式 159

② ＦＦＦ 174



(デリバティブ取引関係) 

前中間連結会計期間末(平成18年９月30日) 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

  

 
(注) １ 時価は、取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しております。 

２ ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。 

３ 通貨オプション取引の（ ）内の金額はオプション料でありますが、ゼロコストオプション取引のため

相殺されております。 

  

対象物 
の種類

取引の種類

前中間連結会計期間末
(平成18年９月30日現在)

契約金額等
(百万円)

時価
(百万円)

評価損益 
(百万円)

通貨

為替予約取引

売建

米ドル 10,449 10,648 △199

ユーロ 5,946 6,074 △127

買建

ユーロ 109 110 1

円 459 486 26

オプション取引

売建 コール

 ユーロ 358 ─ ─

( 9) 17 △7

買建 プット

 米ドル 252 253 0

 ユーロ 716 ─ ─

( 9) 6 △3

合計 18,312 17,596 △309



当中間連結会計期間末(平成19年９月30日) 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

  

 
(注) １ 時価は、取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しております。 

２ ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。 

３ 通貨オプション取引の（ ）内の金額はオプション料でありますが、ゼロコストオプション取引のため

相殺されております。 

  

対象物 
の種類

取引の種類

当中間連結会計期間末
(平成19年９月30日現在)

契約金額等
(百万円)

時価
(百万円)

評価損益 
(百万円)

通貨

為替予約取引

売建

米ドル 11,359 11,130 229

ユーロ 10,273 10,313 △40

買建

ユーロ 225 242 17

スイスフラン 76 77 1

円 419 386 △33

米ドル 7 7 △0

オプション取引

売建 コール

 米ドル 219 ─ ─

 ユーロ 158 ─ ─

( 9) 19 △9

買建 プット

 米ドル 95 95 △0

  〃 439 ─ ─

 ユーロ 316 ─ ─

( 9) 9 △0

合計 23,591 22,282 163



前へ 

前連結会計年度末(平成19年３月31日) 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

  

 
(注) １ 時価は、取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しております。 

２ ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。 

３ 通貨オプション取引の（ ）内の金額はオプション料でありますが、ゼロコストオプション取引のため

相殺されております。 

  

対象物 
の種類

取引の種類

前連結会計年度末
(平成19年３月31日現在)

契約金額等
(百万円)

時価
(百万円)

評価損益 
(百万円)

通貨

為替予約取引

売建

米ドル 11,662 11,587 75

ユーロ 6,580 6,655 △74

買建

米ドル 16 16 0

ユーロ 225 235 10

円 335 375 40

オプション取引

売建 コール

 ユーロ 832 ─ ─

(20) 44 △24

買建 プット

 米ドル 171 173 2

 ユーロ 1,665 ─ ─

(20) 27 6

合計 21,488 19,114 35



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

当グループの事業は、一般機械の製造・販売業の単一セグメントでありますので、事業の種類別セグメ

ント情報の記載を省略しております。 
  

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自平成18年４月１日 至平成18年９月30日) 
  

 
  

当中間連結会計期間(自平成19年４月１日 至平成19年９月30日) 
  

 
  

前連結会計年度(自平成18年４月１日 至平成19年３月31日) 
  

   
(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 
(1) 米州……アメリカ 
(2) 欧州……ドイツ 
(3) アジア・パシフィック……中国、台湾、オーストラリア 

３ 「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」の「会計処理基準に関する事項（会計方針の変
更）及び（追加情報）」に記載のとおり、当社及び国内連結子会社は、当中間連結会計期間より有形固定資
産の減価償却の方法について変更しております。これにより、従来と同様の方法によった場合と比較して、
「日本」の営業費用が188百万円増加し、営業利益が同額減少しております。 

日本
(百万円)

米州 
(百万円)

欧州
(百万円)

アジア・パ
シフィック
（百万円）

計(百万円)
消去又は 
全社 

(百万円)

連結 
(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

58,126 16,103 11,928 2,415 88,573 ― 88,573

(2) セグメント間の
内部売上高又は
振替高

21,772 73 51 1,719 23,617 (23,617) ―

計 79,898 16,177 11,979 4,134 112,190 (23,617) 88,573

営業費用 70,272 15,020 11,198 3,817 100,308 (23,501) 76,806

営業利益 9,626 1,156 781 317 11,882 (   115) 11,766

日本
(百万円)

米州 
(百万円)

欧州
(百万円)

アジア・パ
シフィック
（百万円）

計(百万円)
消去又は 
全社 

(百万円)

連結 
(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

60,080 17,523 18,395 3,759 99,759 ─ 99,759

(2) セグメント間の
内部売上高又は
振替高

32,329 103 107 2,358 34,899 (34,899) ─

計 92,410 17,626 18,503 6,117 134,658 (34,899) 99,759

営業費用 81,549 16,362 16,622 5,543 120,077 (33,937) 86,140

営業利益 10,860 1,264 1,881 574 14,581 (   962) 13,618

日本
(百万円)

米州 
(百万円)

欧州
(百万円)

アジア・パ
シフィック
（百万円）

計(百万円)
消去又は 
全社 

(百万円)

連結 
(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

117,221 38,841 27,360 5,377 188,800 ─ 188,800

(2) セグメント間の
内部売上高又は
振替高

48,696 147 262 3,601 52,707 (52,707) ─

計 165,917 38,988 27,623 8,978 241,508 (52,707) 188,800

営業費用 144,626 35,861 25,356 8,280 214,124 (52,589) 161,535

営業利益 21,291 3,126 2,266 698 27,383 (  118) 27,264



【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自平成18年４月１日 至平成18年９月30日) 
  

 
  

当中間連結会計期間(自平成19年４月１日 至平成19年９月30日) 
  

 
  

前連結会計年度(自平成18年４月１日 至平成19年３月31日) 
  

 
   
(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 
(1) 米州…………………………アメリカ、メキシコ 
(2) 欧州…………………………ドイツ、イタリア、スウェーデン、ノルウェー、イギリス、デンマーク 
(3) アジア・パシフィック……中国、タイ、韓国、インド、オーストラリア、台湾 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高です。 

  

米州 欧州
アジア・

パシフィック
計

Ⅰ 海外売上高(百万円) 19,760 12,262 10,269 42,292

Ⅱ 連結売上高(百万円) ― ― ― 88,573

Ⅲ 連結売上高に占める
海外売上高の割合(％)

22.3 13.8 11.6 47.7

米州 欧州
アジア・

パシフィック
計

Ⅰ 海外売上高(百万円) 20,153 18,447 13,735 52,336

Ⅱ 連結売上高(百万円) ─ ─ ─ 99,759

Ⅲ 連結売上高に占める
海外売上高の割合(％)

20.2 18.5 13.8 52.5

米州 欧州
アジア・

パシフィック
計

Ⅰ 海外売上高(百万円) 43,390 27,731 23,629 94,750

Ⅱ 連結売上高(百万円) ─ ─ ─ 188,800

Ⅲ 連結売上高に占める
海外売上高の割合(％)

23.0 14.7 12.5 50.2



(企業結合等関係) 

前中間連結会計期間(自平成18年４月１日 至平成18年９月30日) 

 該当事項はありません。 

  

当中間連結会計期間(自平成19年４月１日 至平成19年９月30日) 

連結子会社オークマ興産は、平成19年４月１日付にて非連結子会社オーエッチエス㈱を吸収合

併いたしましたが、重要性が乏しいため記載を省略しております。 

  

前連結会計年度(自平成18年４月１日 至平成19年３月31日) 

 該当事項はありません。 

  

(１株当たり情報) 

 
(注)  算定上の基礎 

１ １株当たり純資産額 

 
２ １株当たり中間（当期）純利益金額 

 
  

(重要な後発事象) 

   該当事項はありません。 

  

(2) 【その他】 

   該当事項はありません。 

項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１株当たり純資産額 553.02円 629.15円 598.74円

１株当たり中間(当期)純利益
金額

40.78 48.38 93.14

潜在株式調整後 
１株当たり中間(当期)純利益
金額

潜在株式調整後１株当た
り中間純利益金額について
は、潜在株式が存在しない
ため記載しておりません。

同左 潜在株式調整後１株当た
り当期純利益金額について
は、潜在株式が存在しない
ため記載しておりません。

項目
前中間連結会計期間末
平成18年９月30日

当中間連結会計期間末
平成19年９月30日

前連結会計年度末 
平成19年３月31日

純資産の部の合計額 
（百万円）

94,688 107,812 102,686

純資産の部の合計額から控除
する金額（百万円）

1,507 1,872 1,832

（うち少数株主持分 
（百万円））

（1,507） （1,872） （1,832）

普通株式に係る中間期末(期
末)の純資産額（百万円）

93,180 105,940 100,854

１株当たり純資産額の算定に
用いられた中間期末(期末)の
普通株式の数（千株）

168,490 168,385 168,442

項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

中間（当期）純利益 
（百万円）

6,871 8,147 15,692

普通株主に帰属しない金額 
（百万円）

― ― ―

普通株式に係る中間（当期）
純利益（百万円）

6,871 8,147 15,692

普通株式の期中平均株式数
（千株）

168,501 168,409 168,481



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

 
  

前中間会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間会計期間末

(平成19年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日)

区分
注記

番号
金額(百万円)

構成比

(％)
金額(百万円)

構成比

(％)
金額(百万円)

構成比

(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

  現金及び預金 28,129 23,271 28,146

  受取手形 ※５ 12,321 3,376 7,423

  売掛金 38,580 49,275 44,147

  たな卸資産 26,793 30,756 29,805

  短期貸付金 5,598 2,630 3,849

  その他 3,063 4,879 3,910

  貸倒引当金 △394 △401 △395

   流動資産合計 114,094 64.8 113,789 62.0 116,888 63.5

Ⅱ 固定資産

 有形固定資産

  建物
※ 

1，2
10,191 14,120 13,565

  その他
※

1，2
17,888 19,545 18,716

   有形固定資産合計 28,080 33,666 32,282

 無形固定資産 2,092 2,879 2,507

 投資その他の資産

  投資有価証券 ※２ 27,525 28,356 28,044

  その他 4,326 4,960 4,306

  貸倒引当金 △4 △4 △4

  投資その他の資産合計 31,846 33,311 32,346

   固定資産合計 62,020 35.2 69,856 38.0 67,136 36.5

   資産合計 176,114 100.0 183,646 100.0 184,024 100.0



前中間会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間会計期間末

(平成19年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日)

区分
注記

番号
金額(百万円)

構成比

(％)
金額(百万円)

構成比 

(％)
金額(百万円)

構成比

(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

  支払手形 ※５ 13,090 12,335 10,999

  買掛金 21,497 24,393 23,772

  １年以内返済予定の 

  長期借入金
※２ 9,633 10,204 9,633

  未払法人税等 2,143 3,867 5,960

  賞与引当金 2,062 2,293 2,196

  役員賞与引当金 ― 49 86

  製品保証引当金 437 493 454

  その他 6,936 7,506 7,935

   流動負債合計 55,801 31.7 61,144 33.3 61,037 33.2

Ⅱ 固定負債

  長期借入金 ※２ 23,566 20,361 21,749

  退職給付引当金 1,218 892 683

  役員退職金引当金 338 ― 375

  負ののれん 1,240 979 1,109

  その他 4,384 2,854 4,653

   固定負債合計 30,747 17.4 25,088 13.7 28,572 15.5

   負債合計 86,548 49.1 86,232 47.0 89,609 48.7

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

   資本金 18,000 10.2 18,000 9.8 18,000 9.8

   資本剰余金

    資本準備金 39,951 39,951 39,951

    その他資本剰余金 757 758 757

   資本剰余金合計 40,708 23.1 40,709 22.1 40,708 22.1

   利益剰余金

    利益準備金 2,318 2,318 2,318

    その他利益剰余金

     別途積立金 11,270 11,270 11,270

     繰越利益剰余金 12,557 22,553 18,027

   利益剰余金合計 26,145 14.9 36,141 19.7 31,615 17.2

   自己株式 △188 △0.1 △356 △0.2 △248 △0.2

   株主資本合計 84,666 48.1 94,495 51.4 90,075 48.9

Ⅱ 評価・換算差額等

   その他有価証券 

   評価差額金
4,898 2.8 2,918 1.6 4,339 2.4

   評価・換算差額等 

   合計
4,898 2.8 2,918 1.6 4,339 2.4

   純資産合計 89,565 50.9 97,413 53.0 94,415 51.3

   負債及び純資産合計 176,114 100.0 183,646 100.0 184,024 100.0



② 【中間損益計算書】 

  

 
  

前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記

番号
金額(百万円)

百分比

(％)
金額(百万円)

百分比

(％)
金額(百万円)

百分比

(％)

Ⅰ 売上高 40,216 100.0 89,180 100.0 122,313 100.0

Ⅱ 売上原価 28,815 71.7 64,634 72.5 87,092 71.2

   売上総利益 11,400 28.3 24,546 27.5 35,220 28.8

Ⅲ 販売費及び一般管理費 6,647 16.5 14,221 15.9 19,314 15.8

   営業利益 4,753 11.8 10,325 11.6 15,906 13.0

Ⅳ 営業外収益 ※１ 400 1.0 746 0.8 990 0.8

Ⅴ 営業外費用 ※２ 736 1.8 1,241 1.4 2,137 1.7

   経常利益 4,417 11.0 9,829 11.0 14,760 12.1

Ⅵ 特別利益 ※３ 10,083 25.1 ― ― 10,670 8.7

Ⅶ 特別損失 ※４ 485 1.2 ― ― 934 0.8

   税引前中間(当期)純利益 14,015 34.9 9,829 11.0 24,496 20.0

   法人税、住民税 

   及び事業税
2,057 3,585 7,042

   法人税等調整額 △491 1,565 3.9 31 3,617 4.0 △1,309 5,733 4.7

   中間(当期)純利益 12,450 31.0 6,211 7.0 18,763 15.3



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

   

   

 
 (注) 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

平成18年３月31日残高(百万円) 18,000 39,951 757 40,709

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当 （注）

 利益処分による役員賞与 （注）

 中間純利益

 別途積立金の積立 （注）

 自己株式の取得

 自己株式の処分 △0 △0

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)
中間会計期間中の変動額合計 
(百万円)

― ― △0 △0

平成18年９月30日残高(百万円) 18,000 39,951 757 40,708

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計配当準備 
積立金

別途積立金
繰越利益
剰余金

平成18年３月31日残高(百万円) 2,318 1,000 6,270 6,178 15,767 △143 74,333

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当 (注) △1,000 △1,023 △2,023 △2,023

 利益処分による役員賞与 (注) △48 △48 △48

 中間純利益 12,450 12,450 12,450

 別途積立金の積立 (注) 5,000 △5,000 ― ―

 自己株式の取得 △61 △61

 自己株式の処分 16 16

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)
中間会計期間中の変動額合計 
(百万円)

― △1,000 5,000 6,378 10,378 △44 10,333

平成18年９月30日残高(百万円) 2,318 ― 11,270 12,557 26,145 △188 84,666

評価・換算差額等
純資産合計

その他有価証券評価差額金

平成18年３月31日残高(百万円) ― 74,333

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当 (注) △2,023

 利益処分による役員賞与 (注) △48

 中間純利益 12,450

 別途積立金の積立 (注) ―

 自己株式の取得 △61

 自己株式の処分 16

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)

4,898 4,898

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円)

4,898 15,232

平成18年９月30日残高(百万円) 4,898 89,565



当中間会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

 
  

 
  

   

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

平成19年３月31日残高(百万円) 18,000 39,951 757 40,708

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当

 中間純利益

 自己株式の取得

 自己株式の処分 0 0

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円)

― ― 0 0

平成19年９月30日残高(百万円) 18,000 39,951 758 40,709

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計別途積立金
繰越利益
剰余金

平成19年３月31日残高(百万円) 2,318 11,270 18,027 31,615 △248 90,075

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当 △1,685 △1,685 △1,685

 中間純利益 6,211 6,211 6,211

 自己株式の取得 △108 △108

 自己株式の処分 1 2

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円)

― ― 4,526 4,526 △107 4,419

平成19年９月30日残高(百万円) 2,318 11,270 22,553 36,141 △356 94,495

評価・換算差額等
純資産合計

その他有価証券評価差額金

平成19年３月31日残高(百万円) 4,339 94,415

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当 △1,685

 中間純利益 6,211

 自己株式の取得 △108

 自己株式の処分 2

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)

△1,420 △1,420

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円)

△1,420 2,998

平成19年９月30日残高(百万円) 2,918 97,413



前事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 
  

   

   

 
 (注) 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

平成18年３月31日残高(百万円) 18,000 39,951 757 40,709

事業年度中の変動額

 剰余金の配当 （注）

 剰余金の配当 （中間配当）

 利益処分による役員賞与 （注）

 当期純利益

 別途積立金の積立 （注）

 自己株式の取得

 自己株式の処分 △0 △0

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計(百万円) ― ― △0 △0

平成19年３月31日残高(百万円) 18,000 39,951 757 40,708

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計配当準備 
積立金

別途積立金
繰越利益
剰余金

平成18年３月31日残高(百万円) 2,318 1,000 6,270 6,178 15,767 △143 74,333

事業年度中の変動額

 剰余金の配当 (注) △1,000 △1,023 △2,023 △2,023

 剰余金の配当 (中間配当） △843 △843 △843

 利益処分による役員賞与 (注) △48 △48 △48

 当期純利益 18,763 18,763 18,763

 別途積立金の積立 (注) 5,000 △5,000 ― ―

 自己株式の取得 △123 △123

 自己株式の処分 17 17

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計(百万円) ― △1,000 5,000 11,848 15,848 △105 15,742

平成19年３月31日残高(百万円) 2,318 ― 11,270 18,027 31,615 △248 90,075

評価・換算差額等
純資産合計

その他有価証券評価差額金

平成18年３月31日残高(百万円) ― 74,333

事業年度中の変動額

 剰余金の配当 (注) △2,023

 剰余金の配当 (中間配当) △843

 利益処分による役員賞与 (注) △48

 当期純利益 18,763

 別途積立金の積立 (注)  ―

 自己株式の取得 △123

 自己株式の処分 17

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)

4,339 4,339

事業年度中の変動額合計(百万円) 4,339 20,081

平成19年３月31日残高(百万円) 4,339 94,415



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 資産の評価基準及

び評価方法

(1) 有価証券

子会社株式及び関連会

社株式

   移動平均法による原

価法

  その他有価証券

   時価のあるもの

中間決算末日の市

場価格等に基づく

時価法(評価差額

は全部純資産直入

法により処理し、

売却原価は移動平

均法により算定)

   時価のないもの

移動平均法による

原価法

(1) 有価証券

子会社株式及び関連会

社株式

     同左

  その他有価証券

   時価のあるもの

     同左

  

  

  

  

  

   

   時価のないもの

同左

(1) 有価証券

子会社株式及び関連会

社株式

     同左

  その他有価証券

   時価のあるもの

期末日の市場価格

等に基づく時価法

(評価差額は全部

純資産直入法によ

り処理し、売却原

価は移動平均法に

より算定)

   時価のないもの

同左

(2) デリバティブ

時価法

(2) デリバティブ

同左

(2) デリバティブ

同左

(3) たな卸資産

  製品及び仕掛品

…個別法による原価

法

  原材料

…移動平均法による

原価法

  貯蔵品

…先入先出法による

原価法

(3) たな卸資産

  製品及び仕掛品

同左

  原材料

同左

  貯蔵品

同左

(3) たな卸資産

  製品及び仕掛品

同左

  原材料

同左

  貯蔵品

同左

２ 固定資産の減価償

却の方法

(1) 有形固定資産

  定率法

   ただし、平成10年４

月１日以降取得した建

物(建物附属設備を除

く)については、定額

法を採用しておりま

す。

  なお、主な耐用年数

は以下のとおりであり

ます。

  建物及び構築物

    ３～60年

機械装置及び運搬具

    ２～17年

(1) 有形固定資産

  定率法

   ただし、平成10年４

月１日以降取得した建

物(建物附属設備を除

く)については、定額

法を採用しておりま

す。

  なお、主な耐用年数

は以下のとおりであり

ます。

  建物及び構築物

    ３～60年

機械装置及び運搬具

    ２～17年

(1) 有形固定資産

  定率法

   ただし、平成10年４

月１日以降取得した建

物(建物附属設備を除

く)については、定額

法を採用しておりま

す。

  なお、主な耐用年数

は以下のとおりであり

ます。

  建物及び構築物

    ３～60年

機械装置及び運搬具

    ２～17年

(会計方針の変更)

  法人税法の改正に伴

い、当中間会計期間よ

り、平成19年４月１日

以降に取得した有形固

定資産について、改正

後の法人税法に基づく

減価償却の方法に変更

しております。 

 これにより、営業利

益、経常利益及び税引

前中間純利益はそれぞ

れ55百万円減少してお

ります。



 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(追加情報)

  法人税法の改正に伴

い、平成19年３月31日

以前に取得した有形固

定資産については、改

正後の法人税法に基づ

く減価償却の方法の適

用により取得価額の

５％に到達した事業年

度の翌事業年度より、

取得価額の５％相当額

と備忘価額との差額を

５年間にわたり均等償

却し、減価償却費に含

めて計上しておりま

す。 

 これにより、営業利

益、経常利益及び税引

前中間純利益はそれぞ

れ132百万円減少して

おります。
(2) 無形固定資産
   定額法を採用してお

ります。
   ただし、ソフトウェ

アについては、自社利
用のものは社内におけ
る利用可能期間(５年)
に基づく定額法、販売
目的のものは３年間の
見込販売数量に基づく
償却額(残存有効期間
均等配分額以上)を計
上する方法によってお
ります。

(2) 無形固定資産

同左

(2) 無形固定資産

同左

３ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金
 債権の貸倒による損
失に備えるため、一般
債権については貸倒実
績率により、貸倒懸念
債権等特定の債権につ
いては個別に回収可能
性を検討し、回収不能
見込額を計上しており
ます。

(1) 貸倒引当金

同左

(1) 貸倒引当金

同左

(2) 賞与引当金
 従業員に対する賞与
支払に充てるため、支
給見込額を計上してお
ります。

(2) 賞与引当金

同左

(2) 賞与引当金

同左



 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(3) 役員賞与引当金

  役員の賞与の支払に

備えるため、支給見込

額のうち期間対応額を

計上することとしてお

ります。

(会計方針の変更)

  当中間会計期間よ

り、「役員賞与に関す

る会計基準」（企業会

計基準第４号 平成17

年11月29日）を適用し

ております。 

 なお、役員賞与の金

額は事業年度の業績等

に基づき算定すること

となっておりますが、

当中間会計期間におい

て合理的に見積もるこ

とが困難なため引当金

を計上しておりませ

ん。

(3) 役員賞与引当金

  役員の賞与の支払に

備えるため、支給見込

額のうち期間対応額を

計上しております。

(3) 役員賞与引当金

  役員の賞与の支払に

備えるため、支給見込

額のうち期間対応額を

計上しております。

(会計方針の変更)

  当事業年度より、

「役員賞与に関する会

計基準」（企業会計基

準第４号 平成17年11

月29日）を適用してお

ります。 

 これにより、営業利

益、経常利益及び税引

前当期純利益は86百万

円減少しております。

(4) 製品保証引当金
 売上製品の保証期間
内に発生する無償のア
フターサービスの費用
に備えるため、売上高
を基準として過去の経
験率により計上してお
ります。

(4) 製品保証引当金

同左

(4) 製品保証引当金

同左

 

 

(5) 退職給付引当金

  従業員の退職給付に

備えるため、当期末に

おける退職給付債務及

び年金資産の見込額に

基づき、当中間期末に

おいて発生していると

認められる額を計上し

ております。なお、数

理計算上の差異及び過

去勤務債務について

は、各期の発生時の従

業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数

（15年）による定額法

により按分した額をそ

れぞれ発生の翌期から

費用処理することとし

ております。

(追加情報)

  当社において年金資

産が退職給付債務を超

過しているため、退職

給付信託の設定を解除

しております。なお、

これにより「退職給付

信託返還に伴う数理差

異一括償却額」（特別

利益）として367百万

円を計上しておりま

す。

(5) 退職給付引当金

  従業員の退職給付に

備えるため、当期末に

おける退職給付債務及

び年金資産の見込額に

基づき、当中間期末に

おいて発生していると

認められる額を計上し

ております。なお、数

理計算上の差異及び過

去勤務債務について

は、各期の発生時の従

業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数

（15年）による定額法

により按分した額をそ

れぞれ発生の翌期より

費用処理しておりま

す。

(5) 退職給付引当金

  従業員の退職給付に

備えるため、当期末に

おける退職給付債務及

び年金資産の見込額に

基づき、当期末におい

て発生していると認め

られる額を計上してお

ります。なお、数理計

算上の差異及び過去勤

務債務の額について

は、各期の発生時の従

業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数

（15年）による定額法

により按分した額をそ

れぞれ発生の翌期より

費用処理しておりま

す。

(追加情報)

  当社において年金資

産が退職給付債務を超

過しているため、退職

給付信託の設定を解除

しております。なお、

これにより「退職給付

信託返還に伴う数理差

異一括償却額」（特別

利益）として367百万

円を計上しておりま

す。



 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(6) 役員退職金引当金
 役員の退職金支給に
充てるため、内規に基
づく中間期末要支給額
を計上しております。

(6) 役員退職金引当金
────────

(追加情報)

  従来、役員の退職金

支給に充てるため、内

規に基づく中間期末要

支給額を計上しており

ましたが、平成19年３

月20日開催の取締役会

において、平成19年６

月28日開催の定時株主

総会終結時をもって役

員退職慰労金制度を廃

止することを決議いた

しました。なお、同定

時株主総会において、

総会終結の時までの在

任年数をもとに、廃止

前の基準に基づき退任

時に支給することを決

議しており、当該金額

376百万円について

は、固定負債の「その

他」に含めて表示して

おります。

(6) 役員退職金引当金
役員の退職金支給に

充てるため、内規に基
づく期末要支給額を計
上しております。

４ リース取引の処理

方法

 リース物件の所有権が借
主に移転すると認められる
もの以外のファイナンス・
リース取引については、通
常の賃貸借取引に係る方法
に準じた会計処理によって
おります。

同左 同左

５ ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法…原
則として繰延ヘッジ処
理によっております。
なお、特例処理の要件
を満たしている金利ス
ワップについては特例
処理によっておりま
す。

(1) ヘッジ会計の方法…
同左

(1) ヘッジ会計の方法…
同左

(2) ヘッジ手段とヘッジ対
象
a.ヘッジ

手段

ヘッジ 

対象

為替予

約

外貨建予

定取引

b.ヘッジ

手段

ヘッジ 

対象

金利ス

ワップ

長期借入

金

(2) ヘッジ手段とヘッジ対
象

同左

(2) ヘッジ手段とヘッジ対
象

同左

(3) ヘッジ方針…ヘッジ対
象に係る将来の為替相
場の変動リスク及び金
利変動リスクを回避す
る目的で、為替予約取
引及び金利スワップ取
引を行っております。

(3) ヘッジ方針…
同左

(3) ヘッジ方針…
同左



 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(4) ヘッジ有効性評価の方
法…相場変動によるヘ
ッジ手段及びヘッジ対
象に係る損益の累計を
比較することにより、
ヘッジ有効性を評価し
ております。ただし、
特例処理によっている
金利スワップについて
は有効性の評価を省略
しております。

(4) ヘッジ有効性評価の方
法…  同左

(4) ヘッジ有効性評価の方
法…  同左

６ のれん及び負のの
れんの償却に関する
事項

 負ののれんの償却につい
ては、５年間の均等償却を
行っております。

同左 同左

７ その他中間財務諸
表(財務諸表)作成の
ための基本となる重
要な事項

(1) 消費税等の会計処理
 消費税等の会計処理
は、税抜方式によって
おります。
 なお、「仮払消費税
等」及び「仮受消費税
等」は相殺のうえ、流
動資産の「その他」に
含めて表示しておりま
す。

(1) 消費税等の会計処理
同左

(1) 消費税等の会計処理
税抜方式を採用し、

未収消費税等は仮払消
費税等と仮受消費税等
を相殺した後の残額
179百万円を流動資産
のその他に含めて表示
しております。

(2) 連結納税制度の適用
 連結納税制度を適用
しております。

(2) 連結納税制度の適用
同左

(2) 連結納税制度の適用
同左



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

会計処理方法の変更 

  

 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

（貸借対照表の純資産

の部の表示に関する

会計基準）

 当中間期より、「貸借対

照表の純資産の部の表示に

関する会計基準」（企業会

計基準第５号 平成17年12

月９日）及び「貸借対照表

の純資産の部の表示に関す

る会計基準等の適用指針」

（企業会計基準適用指針第

８号 平成17年12月９日）

を適用しております。 

 これまでの資本の部の合

計 に 相 当 す る 金 額 は、

89,565百万円であります。 

 なお、当中間会計期間に

おける中間貸借対照表の純

資産の部については、中間

財務諸表等規則の改正に伴

い、改正後の中間財務諸表

等規則により作成しており

ます。

────────  当事業年度より、「貸借

対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準」（企業

会計基準第５号 平成17年

12月９日）及び「貸借対照

表の純資産の部の表示に関

する会計基準等の適用指

針」（企業会計基準適用指

針第８号 平成17年12月９

日）を適用しております。 

 これまでの資本の部の合

計 に 相 当 す る 金 額 は、

94,415百万円であります。 

 なお、当事業年度におけ

る貸借対照表の純資産の部

については、財務諸表等規

則の改正に伴い、改正後の

財務諸表等規則により作成

しております。

（企業結合に係る会計

基準）

 当中間期より、「企業結

合に係る会計基準」（企業

会計審議会 平成15年10月

31日）及び「企業結合会計

基準及び事業分離等会計基

準に関する適用指針」（企

業会計基準適用指針第10号

平成17年12月27日）を適用

しております。 

 これにより、税引前中間

純利益は9,230百万円増加

しております。

────────  当事業年度より、「企業

結合に係る会計基準」（企

業会計審議会 平成15年10

月31日）及び「企業結合会

計基準及び事業分離等会計

基準に関する適用指針」

（企業会計基準適用指針第

10号 平成18年12月22日）

を適用しております。 

 これにより、税引前当期

純利益は9,230百万円増加

しております。



次へ 

追加情報 

  

 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

（合併による個別財務

諸表の記載）

 当社は、平成18年７月１

日付にて、当社の連結子会

社である事業会社オークマ

㈱、大隈豊和機械㈱及び大

隈エンジニアリング㈱の３

社と合併し、商号をオーク

マ ホールディングス㈱か

らオークマ㈱に変更いたし

ました。 

 従いまして、当中間期の

個別財務諸表は、持株会社

オークマ ホールディング

ス㈱の平成18年４月から６

月までの業績と、合併後の

オークマ㈱の平成18年７月

から９月までの業績を合算

した金額となっておりま

す。 

 なお、前中間期の個別財

務諸表は、平成17年10月１

日付にて商号変更及び会社

分割する以前のオークマ㈱

（以下、「旧オークマ㈱」

という）の業績であり、前

事業年度の個別財務諸表

は、上期の旧オークマ㈱の

業績と下期の持株会社オー

クマ ホールディングス㈱

の業績を合算した金額とな

っております。

────────  当社は、平成18年７月

１日付にて、当社の連結

子会社である事業会社オ

ークマ㈱、大隈豊和機械

㈱及び大隈エンジニアリ

ング㈱の３社と合併し、

商号をオークマ ホールデ

ィングス㈱からオークマ

㈱に変更いたしました。 

 従いまして、当事業年

度の個別財務諸表は、持

株会社オークマ ホールデ

ィングス㈱の平成18年４

月から６月までの業績

と、合併後のオークマ㈱

の平成18年７月から平成

19年３月までの業績を合

算した金額となっており

ます。



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

 
  

項目
前中間会計期間末 
(平成18年９月30日)

当中間会計期間末
(平成19年９月30日)

前事業年度末 
(平成19年３月31日)

※１ 有形固定資産

   減価償却累計額
48,273百万円 50,136百万円 48,980百万円

 

※２ 担保資産

建物

土地

投資有価証券

  計

   上記に対応する

   債務額

１年以内返済予
定の長期借入金

長期借入金

  計

 

5,931百万円
2,762
8,960

17,655

5,000百万円

5,500

10,500

 

9,163百万円
2,825

―

11,989

4,000百万円

―

4,000

 

8,437百万円
2,825

―

11,263

4,000百万円

2,000

6,000

３ 保証債務  関係会社の金融機関から

の借入金等に対して、次の

とおり債務保証を行ってお

ります。
オークマ 
ヨーロッパ 
GmbH

27百万円

北一大隈 
（北京）机床 
有限公司

150

計 177

 関係会社の金融機関から

の借入金等に対して、次の

とおり債務保証を行ってお

ります。
オークマ 
ヨーロッパ 
GmbH

58百万円

北一大隈 
（北京）机床 
有限公司

78

計 136

 関係会社の金融機関から

の借入金等に対して、次の

とおり債務保証を行ってお

ります。
オークマ 
ヨーロッパ 
GmbH

96百万円

北一大隈 
（北京）机床 
有限公司

155

計 252

４ コミットメント 

 契約

 当社は、運転資金の効率

的な調達を行うため取引銀

行12行と貸出コミットメン

ト契約を締結しておりま

す。当中間期末における、

貸出コミットメントに係る

借入未実行残高等は次のと

おりであります。

 当社は、運転資金の効率

的な調達を行うため取引銀

行12行と貸出コミットメン

ト契約を締結しておりま

す。当中間期末における、

貸出コミットメントに係る

借入未実行残高等は次のと

おりであります。

 当社は、運転資金の効率

的な調達を行うため取引銀

行12行と貸出コミットメン

ト契約を締結しておりま

す。当期末における、貸出

コミットメントに係る借入

未実行残高等は次のとおり

であります。
貸出コミット 
メントの総額

14,500百万円

借入実行残高 ―

差引額 14,500

貸出コミット 
メントの総額

20,000百万円

借入実行残高 ―

差引額 20,000

貸出コミット 
メントの総額

18,500百万円

借入実行残高 ―

差引額 18,500

※５ 中間期末日（期
末日）満期手形の
会計処理

 中間期末日満期手形の会

計処理については、手形交

換日をもって決済処理して

おります。なお、当中間会

計期間の末日は金融機関の

休日であったため、次の満

期手形が中間期末日残高に

含まれております。

受取手形 637百万円

支払手形 840
 

 中間期末日満期手形の会

計処理については、手形交

換日をもって決済処理して

おります。なお、当中間会

計期間の末日は金融機関の

休日であったため、次の満

期手形が中間期末日残高に

含まれております。

受取手形 190百万円
 

 期末日満期手形の会計処

理については、手形交換日

をもって決済処理しており

ます。なお、当期の末日は

金融機関の休日であったた

め、次の満期手形が期末日

残高に含まれております。

受取手形 846百万円



(中間損益計算書関係) 

  

 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

※１ 営業外収益の

うち主要項目

受取利息及び
割引料

105百万円 104百万円 285百万円

受取配当金 136 342 208

受取地代家賃 29 63 87

負ののれん償
却額

65 130 195

※２ 営業外費用の

うち主要項目

支払利息 186百万円 366百万円 554百万円

手形売却損 5 5 8

為替差損 108 210 336

たな卸資産
評価損

149 200 281

たな卸資産
廃棄損

126 149 457

借入手数料 48 116 213

※３ 特別利益のうち

主要項目

固定資産売却
益

―百万円 ― 164百万円

投資有価証券
売却益

― ― 422

抱合せ株式消
滅差益

9,716 ― 9,716

退職給付信託
返還に伴う数
理差異一括償
却額

367 ― 367

※４ 特別損失のうち

主要項目

固定資産売却
損

―百万円 ― 76百万円

土地売却修正
損

485 ― 485

退職給付制度
間移行損失

― ― 372

 ５ 減価償却実施額

有形固定資産

無形固定資産

640百万円

285

1,852百万円

674

2,119百万円

999



次へ 

(中間株主資本等変動計算書関係) 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１ 自己株式に関する事項 

   
  （変動事由の概要） 

  増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

   単元未満株式の買取りによる増加    44,471株 

  減少数の主な内訳は、次のとおりであります。 

   単元未満株式の買増請求による減少   13,843株 

  

当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

１ 自己株式に関する事項 

   
  （変動事由の概要） 

  増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

   単元未満株式の買取りによる増加    58,956株 

  減少数の主な内訳は、次のとおりであります。 

   単元未満株式の買増請求による減少     1,182株 

  

前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１ 自己株式に関する事項 

 
  （変動事由の概要） 

  増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

   単元未満株式の買取りによる増加    92,858株 

  減少数の主な内訳は、次のとおりであります。 

   単元未満株式の買増請求による減少    14,457株 

  

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式（株） 123,794 44,471 13,843 154,422

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式（株） 202,195 58,956 1,182 259,969

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式（株） 123,794 92,858 14,457 202,195



(リース取引関係) 
  

 
  

(有価証券関係) 

前中間会計期間末(平成18年9月30日) 
子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

  

 
  

当中間会計期間末(平成19年9月30日) 
子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

  

 
  

前事業年度末(平成19年3月31日) 
子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

  

 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

リース物件の所有権

が借主に移転すると認

められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取

引

１ リース物件の取得価額
相当額、減価償却累計額
相当額及び中間期末残高
相当額

有形固定資産 
その他

取得価額 
相当額

3,027百万円

減価償却 
累計額相当額

1,662

中間期末残高 
相当額

1,365

１ リース物件の取得価額
相当額、減価償却累計額
相当額及び中間期末残高
相当額

有形固定資産 
その他

取得価額 
相当額

2,898百万円

減価償却 
累計額相当額

2,050

中間期末残高 
相当額

847

１ リース物件の取得価額
相当額、減価償却累計額
相当額及び期末残高相当
額

有形固定資産 
その他

取得価額 
相当額

3,090百万円

減価償却 
累計額相当額

1,919

期末残高 
相当額

1,171

 

２ 未経過リース料中間期
末残高相当額

１年以内 483百万円

１年超 881

合計 1,365

なお、取得価額相当額
及び未経過リース料中間
期末残高相当額は、有形
固定資産の中間期末残高
等に占める割合が低いた
め、支払利子込み法によ
り算定しております。

 

２ 未経過リース料中間期
末残高相当額

１年以内 329百万円

１年超 518

合計 847

同左
 

２ 未経過リース料期末残
高相当額

１年以内 438百万円

１年超 732

合計 1,171

なお、取得価額相当額
及び未経過リース料期末
残高相当額は、有形固定
資産の期末残高等に占め
る割合が低いため、支払
利子込み法により算定し
ております。

３ 支払リース料、減価償

却費相当額

支払リース料 114百万円

減価償却費 
相当額

114

３ 支払リース料、減価償

却費相当額

支払リース料 229百万円

減価償却費
相当額

229

３ 支払リース料、減価償

却費相当額

支払リース料 362百万円

減価償却費 
相当額

362

４ 減価償却費相当額の算
定方法

  リース期間を耐用年数
とし、残存価額を零とす
る定額法によっておりま
す。

４ 減価償却費相当額の算
定方法

同左

４ 減価償却費相当額の算
定方法

同左

区分
中間貸借対照表 
計上額(百万円)

時価(百万円) 差額(百万円)

関連会社株式 787 1,366 578

区分
中間貸借対照表 
計上額(百万円)

時価(百万円) 差額(百万円)

関連会社株式 787 1,515 727

区分
貸借対照表 

計上額(百万円)
時価(百万円) 差額(百万円)

関連会社株式 787 1,773 986



(企業結合等関係) 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

①結合当事企業 

合併存続会社 当社（平成18年７月１日付にて商号をオークマ ホールディングス㈱からオーク

マ㈱に変更） 

合併消滅会社 オークマ㈱、大隈豊和機械㈱、大隈エンジニアリング㈱ 

②事業の内容 

工作機械・一般産業機械及びこれらの部品の製造、販売ならびにサービス事業 

③企業結合の法的形式 

 当社を存続会社として、オークマ㈱、大隈豊和機械㈱及び大隈エンジニアリング㈱の３社を消

滅会社とする吸収合併であります。なお、本合併は旧商法413条の３に規定する簡易合併制度に

より行っております。 

④結合後企業の名称 

オークマ株式会社 

⑤取引の概要 

 平成17年10月から持株会社体制の下、各事業会社の持ち味を活かしながら、グループ内での機

能の統合、再編による事業強化を進めてまいりました。 

 その結果、グループ運営で培った各社共通の土壌を活かしつつ、かつ統合効果を確実に実現す

るためには、４社を一つの事業体とすることが最善であると判断し、平成18年７月１日付にて、

持株会社を含めた４社は合併いたしました。 

⑥会計処理の概要 

 当社の合併に伴う会計処理は、「企業結合に係る会計基準」（企業会計審議会 平成15年10月

31日）に定める共通支配下の取引等の会計処理に該当し、これに基づいて会計処理を行っており

ます。また、「企業結合に係る会計基準注解」（注16）の規定に基づき、連結上修正していた子

会社の資産及び負債の帳簿価額は、当社が作成する個別財務諸表においては、連結財務諸表上の

金額である修正後の帳簿価額により計上しております。 

 具体的には、「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準

適用指針第10号 平成17年12月27日）第206条の規定により、子会社から受入れた資産と負債と

の差額と、当社が合併直前に保有していた子会社株式の帳簿価額との差額を、「抱合せ株式消滅

差益」（特別利益）として9,716百万円計上いたしました。また、同適用指針第207条の規定によ

り、資本連結にあたり時価評価している子会社の資産及び負債を、当社の個別財務諸表上、時価

評価後の金額により受入れており、連結財務諸表上の子会社株式の取得に係る負ののれんの未償

却残高につきましては、当社の個別財務諸表上も「負ののれん」として1,305百万円計上いたし

ました。そして、連結財務諸表作成にあたり、未実現利益を消去していた子会社の資産につきま

しては、当社の個別財務諸表上も未実現利益消去後の金額で当該資産を受入れ、当該修正に伴う

差額を「土地売却修正損」（特別損失）として485百万円計上いたしました。 

 以上により、当社の税引前中間純利益は9,230百万円増加しております。 

  

当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

 該当事項はありません。 
  

前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 該当事項はありません。 
  



前へ 

(１株当たり情報) 

中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。 

  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  



(2) 【その他】 

平成19年11月８日開催の取締役会において、当期の中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

(1) 中間配当による配当金の総額       1,011百万円 

(2) １株当たりの金額            6円00銭 

(3) 支払請求の効力発生日及び支払開始日   平成19年12月６日 

(注) 平成19年９月30日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載または記録された株主もしくは登録株

式質権者に対し、支払いを行います。 

  



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

 
  

  

(1)
有価証券報告書 
の訂正報告書

平成18年６月29日提出の有価証券報告書
（第142期）に係わる訂正報告書でありま
す。

平成19年６月29日 
関東財務局長に提出

(2)
有価証券報告書 
及びその添付書類

事業年度 
(第143期)

自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日

平成19年６月29日 
関東財務局長に提出

(3)
有価証券報告書 
の訂正報告書

上記(2)に係わる訂正報告書であります。
平成19年９月13日 
関東財務局長に提出

(4)
半期報告書 
の訂正報告書

平成18年12月15日提出の半期報告書（第
143期中）に係わる訂正報告書でありま
す。

平成19年６月29日 
関東財務局長に提出



該当事項はありません。 

  

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の中間監査報告書 
 

平成18年12月14日

オークマ株式会社 

取締役会 御中 
 

   

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ているオークマ株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間

（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照

表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について

中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から

中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、オークマ株式会社及び連結子会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日

をもって終了する中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の経営成績及びキャッ

シュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は、当中間連結会計期

間から貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準が適用されることとなるため、この会計基準により

中間連結財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

 

東陽監査法人

指 定 社 員 
業務執行社員

公認会計士  市  川  康  夫  ㊞

指 定 社 員 
業務執行社員

公認会計士  榛  山  榮  一  ㊞

指 定 社 員 
業務執行社員

公認会計士  田  中  登 志 男 ㊞

  

(注) 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が中間連結財務諸

表に添付する形で別途保管しております。



独立監査人の中間監査報告書 
 

平成19年12月19日

オークマ株式会社 

取締役会 御中 
 

   

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられているオークマ株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年度の中間連

結会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結

貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書

について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の

立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、オークマ株式会社及び連結子会社の平成19年９月30日現在の財政状態並びに同日

をもって終了する中間連結会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）の経営成績及びキャッ

シュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

 

東陽監査法人

指 定 社 員 
業務執行社員

公認会計士  名  倉  幸  一  ㊞

指 定 社 員 
業務執行社員

公認会計士  山  内  佳  紀  ㊞

指 定 社 員 
業務執行社員

公認会計士  田  中  登 志 男 ㊞

  

(注) 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が中間連結財務諸

表に添付する形で別途保管しております。



独立監査人の中間監査報告書 
 

平成18年12月14日

オークマ株式会社 

取締役会 御中 
 

 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ているオークマ株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第143期事業年度の中間会計期間

（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損

益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者

にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、オークマ株式会社の平成18年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計

期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと

認める。 

  

追記情報 

中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は、当中間会計期間から企

業結合に係る会計基準が適用されることとなるため、この会計基準により中間財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

  

 

東陽監査法人

指 定 社 員 
業務執行社員

公認会計士  市  川  康  夫  ㊞

指 定 社 員 
業務執行社員

公認会計士  榛  山  榮  一  ㊞

指 定 社 員 
業務執行社員

公認会計士  田  中  登 志 男 ㊞

(注) 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が中間財務諸表に

添付する形で別途保管しております。



独立監査人の中間監査報告書 
 

平成19年12月19日

オークマ株式会社 

取締役会 御中 
 

 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられているオークマ株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第144期事業年度の中

間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照

表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責

任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、オークマ株式会社の平成19年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計

期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと

認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

  

 

東陽監査法人

指 定 社 員 
業務執行社員

公認会計士  名  倉  幸  一  ㊞

指 定 社 員 
業務執行社員

公認会計士  山  内  佳  紀  ㊞

指 定 社 員 
業務執行社員

公認会計士  田  中  登 志 男 ㊞

(注) 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が中間財務諸表に

添付する形で別途保管しております。
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